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1. 調査の目的 
国土交通省では、令和 5 年度から直轄土木業務・工事において BIM/CIM を原則適用している

ところである。さらに、令和 7 年度からは「事業監理データ連携基盤検討会」を立ち上げ、デー

タの収集、加工、廃棄等のデータ作業の省人化、データ活用による事業監理の高度化・意思決定

の迅速化により社会資本の整備を適切に実施するための事業監理データ連携基盤（プロジェクト

CDE）の導入検討を開始した。 
これらの取り組みを更に進めるため、本調査では、事業監理等でどのような用途で CDE 等を

導入しデータ活用しているか、その実態と実現方法を把握し、国内での検討の参考とするため、

英国、アイルランド、ドイツを訪問し、関係機関へのヒアリングを実施した。 
本報告書では、現地でのヒアリング調査結果に加え、帰国後にメール等で調査した内容をあわ

せてとりまとめたものである。 
 

1.1 調査機関及び工程 
 

表 1-1 調査対象組織及び工程 

訪問日 国 組織 組織種別 
10/14 英国 EA（Environment Agency） 公共組織 

10/16 HS2（High Speed Two Limited） 公共組織 

10/15 アイルランド daa（Dublin Airport Authority） 民間組織 

10/17 ドイツ TenneT（TenneT TSO GmbH） 民間組織 

HNE（Hamburger Energienetze GmbH） 民間組織 
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2. 調査結果（要旨） 
2.1 調査項目 
本調査では、各組織におけるデータ活用の実態とその実現方法を確認するため、以下の観点

で調査を行った。 
 

表 2-1 調査項目 

項目 確認する内容 

発注者による BIM 活用

状況 

 発注者の役割と課題 
 発注者の体制と主な業務内容 
 BIM 導入による変化・効果 

CDE の運用状況  使用ツール・機能 
 CDE 導入の対象範囲 
 CDE 導入による変化・効果 

受注者に求めている 

提出データ 

 提出データに対して設けている要件 
 成果品の品質チェック方法 
 オブジェクト標準テンプレートの整備状況 

データ作成の責任分界

とファイル編集方法 

 提出データの事後編集の有無 
 3 次元モデルを用いた設計・施工のコラボレーションの事例 

維持管理でのデータ 

活用方法 

 維持管理業務の主な内容 
 維持管理での BIM やデジタル技術の活用状況 
 維持管理で扱っている具体的なデータ 

使用ツール 

 

 発注者が建設段階・維持管理段階でのデータ活用に使用する各種ツール 
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2.2 調査結果（要旨） 
調査結果の概要を以下に示す。 
 

(1) CDE を中心とした各種ツールの活用 
いずれの組織においてもプロジェクト管理や運用保守に CDE を導入し、データ共有や保

存に活用している。CDE に格納されたデータはダッシュボードや GIS 等で可視化を行うこ

とで、プロジェクト管理や運用保守における現況把握や意思決定の効率化を図っている。 
 

(2) システム間のデータ連携に係る標準 
システム間のデータ連携標準の整備により、CDE に蓄積されるプロジェクトに関するデ

ータを、業務目的別のシステムに連携させ運用している。CDE におけるデータの抽出や検

索を容易にし、他のデータ・システムとの連携による可視化・分析等を可能としている。 
 

ユニーク ID ユニーク ID があることでシステム間のデータを連携できる 
ファイル名 ファイル命名規則により CDE 上の成果物から必要な情報を抽出・検索できる 

 
(3) データ作成要件を明確化して提示 

後段階でのデータ活用が容易となるよう、CDE に提出する上でのデータ作成要件を定義

することで、CDE でのデータ管理、更新の仕組みを確立している。 
 

データ要件ライブラリ データ要件ライブラリを定義し、これに基づいてすべてのデータが作成される 

情報標準 
データが最終的に GIS や資産管理システムで使われることを前提にその作成仕様を
詳細に定めた文書を整備 

 
(4) データ作成・活用を持続的に支援する運用体制を構築 

CDE を中心としたデータ・システムの持続性を担保するため、受発注双方でのデータ作

成・活用を支援する仕組みを構築している。 
 

プロジェクトマネージャ 事業監理や運用保守の全体をマネジメントする人材 
データマネージャ、 
ドキュメントコントローラ 

CDE に提出されるデータをチェックし、データの品質を担保する人材 

人材育成 研修コンテンツの整備や暗黙知の形式知化により、技術力の定着、継承を推進 
標準テンプレート 要件に準じたデータ作成を支援し一貫性を担保するためテンプレートを提供 
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3. 組織別調査結果（一覧） 
以下の事項について、調査結果の概要を表 3-1 および表 3-2 に組織別に一覧表で整理した。 
 
・ データ活用状況：プロジェクト管理・維持管理等でのデータ活用方法 
・ CDE を中心としたデータ連携：CDE を中心としたデジタルツールのエコシステム 
・ データ作成要件：データ作成要件の定義・提示方法 
・ 運用体制：データ作成・活用を持続的に支援するための運用体制 
・ 各組織で特に強調された点：紹介された内容のうち各組織で特に重視されていた点 
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表 3-1 組織別調査結果概要一覧 
  英国 英国 アイルランド ドイツ ドイツ 

大分類 小分類 EA 
（環境庁） 

HS2 
（高速鉄道） 

daa 
（ダブリン空港） 

TenneT 
（配電網） 

HNE 
（ハンブルク配電網） 

  土木事業担当 鉄道事業担当 建築事業担当 民間、配電会社 民間、配電会社 
各組織で
特に強調
された点 

―  CDE が受注者からの提出データの
「ワンストップポータル」 
 CDE を「パイプライン」としてダッ
シュボードで可視化するなど各種シ
ステムとデータ連携 
 システム間のデータ連携・分析に
は、標準化された「識別子」と「デ
ータ構造」が不可欠（ファイル命名
規則、情報要件で規定） 
 要件に準拠したデータ作成を効率化
し、一貫性を担保するため、オブジ
ェクトライブラリを整備 

 

 すべての情報を単一のシステム
（CDE）に統合することは現実的で
はない 
 複数システムの情報を連携して統合
するには「識別子」と「一貫性のあ
る仕様」が不可欠（UAID で連携、
メタデータ標準で規定） 
 提出データの要件・仕様は、開始時
点で明確化して提示することが重要
（終盤での変更は多大なコストを伴
う） 
 関係者に必要性・利点を理解しても
らうためにインセンティブ設計や教
育・研修が重要 

 

 CDE ですべての情報をレビュー・承
認し、その履歴を残すことが特に重
要 
 必要な情報を確実に受け取るための
要件策定と提示が重要 
 各データが要件に合致しているか確
認・保証する「ドキュメントコント
ローラ」の存在が必要 
 情報はダッシュボードで可視化し、
プロジェクトの進捗確認・状況把握
に活用 
 用途に応じてシステムを使い分ける 

 複数のプラットフォームに分断され
ていたデータを単一の CDE に集約 
 CDE 上の 3 次元モデルに対して各種
データベースを連携して活用 
 BIM と GIS を組み合わせ、GIS で可
視化・分析 

 

 熟練技術者の退職や人材不足が進む
中、暗黙知を形式知化して技術継承
していくことが急務 
 CDE の構築とあわせて、システム間
の連携と AI 技術を活用したナレッジ
共有の高度化を検証 

データ活
用状況 

情報の一
元管理と
可視化 

情報の一元管理と可視化 
 CDE を情報取得のパイプラインとして活用し、
設計・施工・運用・保守の全段階でデータを一貫
して活用 

 ダッシュボードや CDE を活用することで、すべ
てのプロジェクトにおいて何が起きているか、何
が提供されているかを俯瞰 

 標準化されたファイル命名規則やメタデータ管理
により、誰が何を担当しているか、提出状況など
を自動的に把握・管理 

 

情報の一元管理と可視化 
 設計者や施工者との情報共有がメールではなく
CDE 上で行われ、報告書等の他の記録とともに
一元化 

 品質、安全衛生、環境に関する情報をダッシュボ
ードで可視化 

 

情報の一元管理と可視化 
 設計者や施工者との情報共有がメールではなく
CDE 上で行われ、報告書等の他の記録とともに
一元化 

 品質、安全衛生、環境に関する情報をダッシュボ
ードで可視化 

 

情報の一元管理 
 異なるプラットフォームに分散していたデジタル
データを単一の CDE に集約することで、社内外
の関係者がプロジェクト状況を確認 

 

情報の一元管理 
 CDE の導入により、情報のサイロ状態が解消さ
れ、社内外の関係者が必要な情報にアクセスしや
すくなることを想定 

 

 情報引継
ぎの容易
化 

外部関係者・パートナーとの連携強化 
 COBie 形式や API を活用した自動連携の事例も
あり 

 

情報引き継ぎの容易化 
 担当者の異動や退職時でも、情報の引き継ぎが容
易になった 

 
監査記録の蓄積 

 設計・施工情報がプロジェクト単位で統合され、
履歴や監査記録を追跡可能 

 資産管理部門が CDE を通じてすべての竣工記録
にアクセス可能 

 

情報引き継ぎの容易化 
 担当者の異動や退職時でも、情報の引き継ぎが容
易になった 

 
監査記録の蓄積 

 設計・施工情報がプロジェクト単位で統合され、
履歴や監査記録を追跡可能 

 資産管理部門が CDE を通じてすべての竣工記録
にアクセス可能 

 

― 
 言及なし 

 

ナレッジグラフによる知識共有基盤の
整備 

 蓄積された知見をナレッジグラフとして形式知化 
 MCP（Model Context Protocol）を活用して、
CDE 等の各種システムがもつ情報を生成 AI に
よって利活用する AI エージェント構築を構想 

 

 維持管理
での活用 

LiDAR データの導入と活用 
 運用・保守分野での BIM やデジタル技術の活用
はまだ成熟途上だが、LiDAR データの活用や AI
による資産形状解析など、新たな取り組みが進行
中 

 資産の形状や位置情報の精度向上、健全性の懸念
箇所の特定などへの活用を検討 

 
AIR・資産データ構造の定義 

 資産管理システムで用いる維持管理で必要な情報
は Data Requirements Library（DRL）で公開 

 資産の劣化曲線や保守方法も、DRL で定義され
た資産のデータ構造の記述方法に準拠 

 

運行会社との連携開始 
 インフラ管理チームが設置され、鉄道を運行する
企業との連携を開始 

 

GIS や SCADA による施設管理と CDE
との連携 

 建物や空港内の特定区域の施設管理に GIS を活
用（現在、地下設備も GIS への統合管理に向け
た検討が進行） 

 ダッシュボードアプリにより、運用・保守情報
（故障状況、予備部品、連絡先など）を一覧表示
して運用者が把握可能 

 

アセット情報の一元化によるコスト削
減 

 維持管理フェーズでは、様々な種類のファイルや
ドキュメントが存在するが、リンク機能を使って
オブジェクトに紐づけて一元管理 

 アセット情報が蓄積され引き継がれることで、維
持管理段階で 25,600 万ユーロのコスト削減 

 
点群データによる BIM モデル生成 

 既存構造物のスキャニングから取得した点群デー
タから BIM モデルを生成 

 

高品質な台帳データの整備 
 記録写真の位置情報を対象物への焦点距離をもと
に再計算する技術等の活用により、既存構造物
（プラント、変電所等）の情報を正確に取得でき
るようになり、維持管理に必要な高品質データの
整備が進んでいる 
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  英国 英国 アイルランド ドイツ ドイツ 
大分類 小分類 EA 

（環境庁） 
HS2 

（高速鉄道） 
daa 

（ダブリン空港） 
TenneT 

（配電網） 
HNE 

（ハンブルク配電網） 
  土木事業担当 鉄道事業担当 建築事業担当 民間、配電会社 民間、配電会社 

CDE を中
心とした
データ連
携 

主要なツ
ール・用
途（表 
3-2） 

CDE 
 「Asite」を利用 
 設計・施工・運用・保守の全段階におけるデータ
や情報の一元管理・共有の基盤 

 成果物管理、データ検証、ツール間情報連携のパ
イプラインとして機能し、抽出されたデータが資
産管理システム等へ連携 

 一部受注者は自社 CDE と API を用いて自動連携 
 

ダッシュボード 
 「Power BI」を利用 
 各システムのデータを概観するためにダッシュボ
ードを運用 

 成果物や進捗、KPI などを可視化・分析 
 

GIS 
 ArcGIS を用い、CDE や資産管理システムから取
得したデータを地図上で可視化し、空間情報の管
理やリスク分析に利用 

 
3D モデリング・可視化ツール 

 ３D モデルや４D モデル（施工ステップ）の確
認 

 
資産管理システム 

 資産管理システム（AMX）にて、資産情報の記
録・管理や点検・保守作業の割り当て、ワークフ
ロー管理を実施 

 CDE や DRL（データ構造の定義）と連携し、デ
ータの一貫性を確保 

 
プロジェクト管理ツール 

 Microsoft Project などを利用 
 各施工者の工程情報を抽出し、事業全体の工程を
作成するプログラムを作成 

 

CDE 
 複数システムを複合的に運用することで CDE を
実現 

 各システム間の連携は UAID（ユニーク資産識別
子）による情報統合や API を通じたデータ抽出
で実現 

 
Visualisation Hub（統合ビュー） 

 受注者から提出された情報を統合し、地理空間情
報や資産情報を一元的に可視化できるシステム 

 
Collaboration Hub（設計・契約管理） 

 「iTwin」、「ProjectWise」を利用 
 鉄道システムや土木工事の契約情報・設計情報を
集約し、分野横断的なレビューやインターフェー
ス管理、課題管理を行う 

 
Visual Asset Management Platform
（VAMP）（測量・現況管理） 

 測量成果の 3D データを管理・表示するシステム 
 設計データや Collaboration Hub の情報と統合
し、現況データと設計データの重ね合わせや進捗
管理に活用 

 
Virtual Construction Operations Room
（VCOR）（安全・現場管理） 

 CDM（Construction Design and Management）
に関連する GIS ツール 

 施工業者からの提出情報をもとに、現場の安全管
理や施工状況を可視化 

 
プロジェクト管理ツール 

 Oracle Primavera P6 を利用 
 組織全体のベースライン管理や進捗を管理 

 

CDE 
 Autodesk Construction Cloud（ACC）を利用 
 設計・施工情報、プロジェクト文書、レビュー・
承認履歴などを一元管理 

 
ダッシュボード 

 Power BI を利用 
 プロジェクト管理や安全衛生データを可視化・分
析 

 
GIS 

 空港敷地図やユーティリティ情報の管理、屋内マ
ッピングなどに ArcGIS を利用 

 
資産管理システム 

 Maximo を利用 
 IoT による設備の状態監視や運用データの管理に
活用 

 
故障検知・運用管理システム 

 監視制御システム（SCADA）を用い、センサー
で故障を検知して、グラフィックや色彩で運用者
に情報を提供 

 
プロジェクト管理ツール 

 Primavera P6 を利用 
 

契約・コスト管理システム 
 Primavera Unifier を用いて、契約およびコスト
管理を行い、CDE の設計・施工情報とも連携 

 
現場管理・検査ツール 

 施工業者や現場技術者はタブレットを用いて
CDE にアクセスし、検査記録や作業時間の提
出、現場状況の管理を実施 

 
デジタルツイン（試行利用） 

 Autodesk Tandem を試行的に導入し、複数のモ
デルを一元管理（センサー連携や情報分類による
データ整理も可能） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

CDE 
 Autodesk Construction Cloud（ACC）を利用 
 権限管理やステータス管理も ISO 19650 に準拠
して実施 

 
GIS 

 「GeoBIM（ACC×ArcGIS）」により、CDE の
BIM データと連携して可視化や解析に活用 

 

CDE 
 Autodesk Construction Cloud（ACC）を利用 
 CSV による連携を検討していたが、MCP
（Model Context Protocol）を用いた連携を構想 

 CDE を中心にナレッジグラフを整備し、独自の
AI エージェントを構築する 

 
AI 技術の活用 

 蓄積された知見をナレッジグラフとして形式知化 
 MCP（Model Context Protocol）を活用して、
CDE 等の各種システムがもつ情報を生成 AI に
よって利活用する AI エージェント構築を構想 

 教育コンテンツの生成にも AI を応用 
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  英国 英国 アイルランド ドイツ ドイツ 
大分類 小分類 EA 

（環境庁） 
HS2 

（高速鉄道） 
daa 

（ダブリン空港） 
TenneT 

（配電網） 
HNE 

（ハンブルク配電網） 
  土木事業担当 鉄道事業担当 建築事業担当 民間、配電会社 民間、配電会社 

データ作
成要件 

ファイル
命名規則
の標準化 

ファイル命名規則の標準化 
 ISO19650 に準拠した命名規則を設定し、EA 独
自の拡張項目を規定 

 
設計の標準化 

 「CAD・オブジェクト標準」により設計内容を
標準化し、これに準拠した図面・モデル作成を要
求 

 
Data Requirements Library（DRL）に
よる要件管理 

 Data Requirements Library（DRL）でデータ納
品要件や属性を公開 

 

メタデータの付与 
 「CAD およびメタデータ標準」に基づくメタデ
ータの付与を義務付け、進捗・コスト管理などに
活用 

 

資産ごとの納品物の標準化 
 「プロジェクト情報標準」により、資産ごとに納
品を求める情報を規定 

 
モデルへの属性情報設定 

 機械設備などの資産に関して、３次元モデルへ資
産台帳に必要な属性情報の設定が必須 

 スクリプトを用いて、必要なパラメータが含まれ
ていなければ受注者に差戻す 

 

ファイル命名規則の標準化 
 ISO19650 および AHO Heft9 に準拠した命名規
則 

 

ファイル命名規則の標準化 
 指定された命名規則に従わない限り、データを格
納できないよう設定 

 
構造物モデルの属性情報の指定 

 属性情報は、必要最小限（テキスト名、参照コー
ド、重量など）の設定を要求 

 

各種支援 教育・研
修等 

研修コンテンツの提供 
 庁内外の関係者にデジタル分野に関する研修を無
償提供（受講状況はダッシュボードで管理） 

 
自己評価ツールの導入 

 「デジタル成熟度評価ツール」などの自己評価ツ
ールがあり、設計者や施工者、プロジェクトマネ
ージャが自身のデジタルスキルや活動を評価でき
る仕組みを整備 

 
標準オブジェクトライブラリの構築 

 2D・3D 設計の標準化を目的としたオブジェクト
ライブラリが整備されており、主要な資産群の設
計効率化や一貫性確保に寄与している 

 ライブラリへのアクセスは誰でも可能で、EA 内
部職員だけでなく外部関係者や地方自治体からの
リクエストも受け付けている 

 

研修コンテンツの提供 
 「BIM Upskilling.com」というウェブサイトを運
営し、受発注者双方に対して使用する各種ツール
の利用方法等を解説 

 
教育担当部門の設置 

 発注者内部に教育部門を設置し、技術者やプロジ
ェクトマネージャへの教育、社内外への情報発
信・研修を担当 

 

研修コンテンツの提供 
 受注者側の情報マネージャに対して、CDE の操
作に関する研修動画を提供 

 

研修の実施 
 社内外向けの研修を実施 

 

AI による研修コンテンツの整備 
 AI 技術を活用した研修コンテンツの整備を試行 
 AI 生成のアバターが質問に答えることで、従来
の一方的なトレーニングよりも臨場感や現実感の
ある学習体験が可能 
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表 3-2 組織別の CDE とデジタルエコシステムの全体構成 

EA 

 

HS2 

 

daa 

 

TenneT 

 

HNE 

 

― 

 

 

CDE

GIS

ダッシュ
ボード

受注者

他システム
• 資産管理システム
• プロジェクト管理ツール

ほか

鉄道システム
共同CDE

（Collab-Hub）
設計・施工中データ

の管理

CDE

受注者

他システム
• プロジェクト管理ツール

ほか

GIS

土木の受注者CDE 駅舎建築の受注者CDE

CDE

GIS

ダッシュ
ボード

受注者

他システム
• 資産管理システム
• 工程管理システム
• コスト管理システム
• 故障検知システム

ほか

CDE GIS

受注者

他システム
• SAP

ほか

CDE

受注者

AIエージェント
ユーザインターフェース

ナレッジグラフ

ベクトル
データベース

読取り

書込み

AI

・ 受注者の提出データが CDE に集約 

・ CDE のデータをダッシュボードや
GIS、他システムに出力して活用 

・ 受注者の提出データが CDE に集約 

・ 複雑案件（鉄道システム）向けには全関係者が参加する 
単一 CDE を用意 

・ CDE のデータを他システムデータと組合せて一元的に検索・表示 

・ CDE に受注者全員が参加して利用 

・ CDE のデータをダッシュボードや
GIS、他システムに出力して活用 

・ CDE に受注者全員が参加して利用 

・ CDE のデータを GIS と連携して可視化・分析 

・ 熟練技術者の知見をナレッジグラフ・ベクトルデータベースで構造化 

・ AI エージェントによる高度な検索・利活用を図る 

【凡例】 

：原則発注者のみが利用する CDE 

：発注者だけでなく全受注者が参加して共同利用される CDE 
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4. 組織別調査結果（詳細） 
4.1 EA（Environment Agency） 
4.1.1 組織概要 

Environment Agency（以下、 EA）は、1996 年に設立された、省に属さない政府組織(Non-
departmental public body)である。 
持続可能な開発の実現を推進し、洪水や汚染などの脅威から環境を保護しその改善を行うこ

とを目的としている。 
EA の主な役割については、以下のとおり。 
・環境保護に関する法律関係を整備すること 
・洪水対策を行い、関連するルールを整備すること 
洪水管理、洪水調整に関する土木構造物への BIM の適用を中心に計画をしており、その管轄

範囲は、ボックスカルバートからテムズ川の堤防まで大小様々で、約 3 万の施設、資産価値と

しては総額 240 億ポンドとなる。 
 

4.1.2 CDE を中心としたデジタルツールのエコシステム 
(1) 全体構成 

EA では「発注者 CDE（Employer’s CDE：図 4-1 では Exchange CDE と称している）」

を中心に、受注者が個社で任意にもつ独自の CDE（Supplier’s CDE）、資産管理データベー

ス、可視化・分析ツール（ダッシュボード、GIS、3D ビューワ等）が連携するデジタルエ

コシステムを構築している（図 4-1）。 
「発注者 CDE」が「受注者からの提出データのワンストップポータル」、「情報取得のパ

イプライン」として機能し、受注者からの提出データを受理、検証し、資産管理データベー

スや可視化・分析ツールと連携している。 
 

 

図 4-1 データ連携の全体構成 
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(2) データ連携方法 

CDE に提出されたデータは、「識別子」を用いて管理することで、システム間や段階間を

跨いで一貫して活用可能になっている。 

使用される「識別子」は、建設段階と維持管理段階とで異なり、前者では「プロジェクト

識別子」を中心とした ID 体系が採用されている一方、後者では各アセットに割当てられた

恒久的な「アセット ID」が使われる。 

建設段階で用いられる「プロジェクト識別子」とは、「プロジェクトの対象範囲（Spatial 

Boundary：座標値で定義される空間境界）」と紐づけて管理されるプロジェクト単位の識別

子であり、プロジェクト開始時点で発注者によって附番される。プロジェクト開始時点では、

整備されるアセットの種類や数量等が確定していないため、各プロジェクト単位で「プロジ

ェクト識別子」を最上位の ID として、詳細な管理（事業範囲の細分化、建設段階で用いる

暫定的なアセット番号の定義、CDEでの成果ファイルの管理等）が行われる。 

建設段階で用いられる暫定的なアセット番号は、設計業者によって付与され、アセット種

別を表す略号（例：DE）と一意の番号の組合せで構成される。これにより、設計段階から

竣工時に資産管理システムへ登録されるまでの間もアセットを識別可能としている。 

その後、最終的に各アセットが竣工した段階では、新たに維持管理段階に向けて正式に

「アセット ID」が附番される。アセット IDは図 4-2に示すように数値のみで構成される。 

 

図 4-2 「アセット ID」の例 

 

EAでは以上のような識別子によってCDE上のデータを抽出し、他のデータと組み合わせ

ながらダッシュボードや GIS、資産管理システム等で活用することが可能となっている。特

に、直近では 4.1.7 (1) で示す「Multifaceted Information Modelling（MIM、多次元統

合）」の考え方によって工程情報（4 次元）やコスト・カーボン情報（5 次元）との統合にも

取り組んでいる。 

また、CDE には受注者が自組織の CDE 上で作成した成果物を、EA の指定する標準・要

件に沿って提出することとされており、この提出プロセスは受注組織によってはAPIで自動

化されている場合もある。  
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(3) さらなる高度化 
今後は SFM（Strategic File Management、戦略的ファイル管理）と称する新たな仕組み

により、さらに高度な一元管理・連携方法が構想されている（図 4-3）。この構想では、

CDE の概念を拡張し、資産管理で用いる複数のシステム間でファイルの同期を図り、見か

け上は複数の場所に存在するように見えても、実際には一つのファイルとして一元管理され

ている状態を目指している。 

 

図 4-3 SFM のイメージ図 
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4.1.3 CDE の運用状況 
(1) CDE の役割 

EA において CDE は、「受注者からの提出データのワンストップポータル」、「情報取得の

パイプライン」として位置づけられている。 
CDE では、主にプロジェクト毎に提出データの一元管理、受発注者間での情報共有・コ

メント・レビューが行われ、プロジェクトを通じて作成されたデータが蓄積される。 
 

(2) CDE の運用実態 
現在、EA では SaaS 型のファイルストレージサービスである「Asite」を CDE として用

いている。SaaS 型サービスを利用することについて、庁内でのオンサイトでの管理が不要

であることが利点と考えられている。 
Asite 上では、ISO 19650 のステータス（作業中、共有、公開、アーカイブ）に準拠した

ステータス管理が実施され、メタデータを活用したファイルの検索・管理が行われている。 
図 4-4 に示すように、「Boston Barrier」プロジェクトの「E-CDE」フォルダの直下には

プロジェクトの全成果ファイル（6,151 件）が格納されている。 

 
図 4-4 CDE（「Asite」）の閲覧イメージ 

 
(3) ファイル命名規則 

CDE に提出されるファイルには、アップロード時に、図 4-5 に示すように全 13 個のフィ

ールドを「-（ハイフン）」でつなぎ合わせたファイル名を付すことが命名規則で定められて

いる。 

 
（令和６年度調査結果 1）より） 

図 4-5 ファイル命名規則と命名例 

ECDE というフォルダの直下に当
該プロジェクトの全成果ファイル
（6,151 件）が格納されている 

ファイル識別用（7 フィールド） メタデータ（6 フィールド） 
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13 のうち、前半 7 個は BS1192（及び ISO 19650）で規定されている項目（つまり英国内

では発注機関によらずすべての BIM プロジェクトがこれに準拠）でありファイル識別用に

使われる。また、後半 6 個は EA 独自の項目でありファイルのステータス等を表すメタデー

タ項目として使われる。 
このファイル命名規則によって、作成担当者や提出状況を機械的に把握するほか、検証ツ

ールによる自動識別処理が可能になっている。各フィールドの定義を、令和 6 年度調査をも

とに表 4-1 に示す。 

表 4-1 ファイル命名規則の各項目の定義 
区分 フィールド 説明 
BS1192 1 プ ロ ジ ェ ク ト

ID 
プロジェクトに割当てられる一意の番号。EA では基本は「EA プロジェクト

番号」（ファイナンスチームがプロジェクトコストを記録するために付与する

番号）が用いられる。（例：EAEL01） 

2 作成者 ドキュメントを作成した組織。（例：EA が作成した場合は EA、受注者の場

合は SUP） 

3 ボリューム そのドキュメントがどの「ボリューム」に関するものか。プロジェクトの

「ボリューム・ロケーションストラテジ」で定められたコードを用いる。 

4 場所 そのドキュメントがどの「場所」に関するものか。 

5 種別 ドキュメントの種類を表すコード。図面、報告書、プログラム（工程）な

ど。（例：RP） 

6 役割 ファイルを作成した部署・部門分野特定の部署ごとに関係するファイルを探

すためのもの。プロジェクトマネジメント、土木設計、環境など。（例：C） 

7 ファイル番号 一意のファイル ID。IDP を用いる場合、自動付番される。（例：D19） 

EA 
独自 

8 ステータスコー

ド 
当該ドキュメントのステータス。ドキュメントの適正用途を表す。PAS の各

区分に対応。要は、そのドキュメントをどれだけ信頼できるか、を表す（下

書き、最終の区分分けに近いイメージ）。（例：S8） 

9 リビジョン番号 ドキュメントの「リビジョン」を示す。（例：C） 

10 IDP 成果物 ID ドキュメントが標準化された IDP の成果物 ID のどれに該当するか。（例：

E0100） 

11 作成段階 ドキュメントがどの段階で作成されたか。（例：EA3） 

12 詳細度 詳細度（Level of Definition）を表す。（例：EA4） 

13 タイトル ドキュメントのタイトルをプレーンテキストで表したもの。ただしハイフン

"-"は使用禁止（BS1192 でフィールド間の区切り文字として使われているた

め）。（例：Project Report） 
（令和６年度調査結果 1）より） 

 
実際の CDE の画面においても、図 4-6 に示すようにファイル識別用の 7 フィールドが表

示されていることが確認できる。ファイルのステータス等を表す 6 フィールドは、図 4-7 の

ようにメタデータ情報として表示されている。 
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図 4-6 CDE でのファイル名の表示 

 

 

図 4-7 CDE でのメタデータの表示 

 
なお、EA では現在 CDE の再調達が進められており、その一環として、選定する CDE の

機能を活用してより効率的にメタデータを付与する方法が検討されている。 
 

  

命名規則に基づいて CDE 上で
表示されるメタデータの一部

（ステータスコード） 
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4.1.4 ダッシュボードによるデータの可視化・分析 
(1) 仕組みと役割 

CDE で提出されるデータは、ダッシュボードで可視化され、プロジェクトマネージャや

パフォーマンス管理担当者によるプロジェクトの状況確認（成果物の確認、進捗・ステータ

スの確認等）に用いられている。パフォーマンス管理担当者とは、プロジェクトマネージャ

とは別途、プロジェクトを横断して成果物の品質や履行・納品状況、KPI 達成状況等を評

価・管理する担当者である。EA ではフレームワーク契約により多数のプロジェクトが進行

するため、このようなプロジェクト横断的管理が重視されている。 
CDE のデータが API 接続により他のデータと組み合わせながらダッシュボード（Power 

BI）で可視化され、担当者はダッシュボード上で全体状況を俯瞰し、詳細を CDE 上で確認

する使い分けがなされている。 
 

 

図 4-8 受注者ごとの成果物のステータスを確認する画面 

 
図 4-8 における円グラフは、全プロジェクトにおける成果品の状態（Published：緑、

Shared (For Information)：青、Shared (Awaiting PM Action)：橙、Overdue：赤、

Planned：黄）を示している。右上の棒グラフは各事業段階（設計、施工等）における成果

品の状態を示し、下部の棒グラフは受注者毎の成果品の状態を示している。 
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(2) 使用方法 
ダッシュボードでは、主に以下のような用途別の画面が作成されていることが紹介された。 
 
・ 成果物の発注状況の確認と管理 
・ 成果物の発注件数（受注者・段階別）の確認と管理 
・ 成果物のステータス（受注者・段階別）の確認と管理 
・ GeoCOBie データの納品状況の確認と管理 
・ 受注者のパフォーマンス評価 
・ オブジェクトライブラリ（Smart Object Library）の利用状況の確認と管理 
・ 安全衛生情報の確認と管理 
・ 工程情報の確認と管理 
 
1) 成果物の発注状況の確認と管理 
成果物の発注状況の確認・管理を行う画面を図 4-9 に示す。左上部の円グラフにて各

段階（設計、承認、施工、初期アセスメント等）別の発注成果物数の構成比が表示され、

右上部の表では具体的な成果物の種類とそれぞれの発注件数が表示される。特に設計書

（Design）、環境アクションプラン、着工前情報（Pre-Construction Information）、炭

素評価（Carbon Assessment）、の順に発注集が多いことが確認できる。また、下段の棒

グラフでは、フレームワーク契約の発注単位（6つの“Hub”と呼ばれる単位）で、発注

成果物の内訳や発注・未発注の割合が表示されている。 
これらの情報が集約表示されることで、事業全体の状況が明確になり進捗の有無等を

把握できるようになったと紹介された。 

 

図 4-9 成果物の発注状況の確認と管理を行う画面 
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2) 成果物の発注件数（組織別・段階別）の確認と管理 
成果物の発注件数を組織別・段階別に確認・管理するための画面を図 4-10 に示す。こ

こでは、組織別（受注業者に加え EA 自身も含む）の発注成果物と納品成果物の件数、

納品率が表及びグラフで表示されている。 

 

図 4-10 成果物の発注件数（組織別・段階別）の確認と管理を行う画面 

3) 成果物のステータス（組織別・段階別）の確認と管理 
成果物のステータスを確認・管理する画面を図 4-11 に示す。図 4-8 にも示すように、

成果物のステータス（Published、Shared 等）が色分け表示されている。ツールチップ

（黒吹き出し部）により、各ステータスの該当件数を確認でき、例えば図では、約 5,500
件の成果物が「Shared (Awaiting PM Action)」となっており、発注者に提出されたうえ

でプロジェクトマネージャの対応（レビュー、修正等）待ちの状態であることがわかる。 

 

図 4-11 成果物のステータス（組織別・段階別）の確認と管理を行う画面 
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4) GeoCOBie データの納品状況の確認と管理 
図 4-12 のように GeoCOBie データの納品状況の確認と管理を行う画面も存在する。こ

こでは、GeoCOBie データの納品予定時期が一覧表示されており、上部の数値によって

納品済みの GeoCOBie データの割合を確認できる。 

 
図 4-12  GeoCOBie データの納品状況の確認と管理を行う画面 

 
5) 受注者のパフォーマンス評価 
受注者のパフォーマンス評価のための画面も存在し、内容は公開不可であるが、各受

注者のスコア等がまとめられている。パフォーマンス評価の対象には、デジタル技術に

関する研修の受講状況も含まれており、図 4-13 に示すように、発注者・受注者の双方に

おける EA が提供する研修の受講状況を集計して管理している（図は発注者内部側の研

修受講状況）。 

 
図 4-13 研修実施状況を確認する画面 

納品済みの 
GeoCOBie データの割合 
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6) オブジェクトライブラリ（Smart Object Library）の利用状況の確認と管理 

4.1.6 (2) で示すように、EA が整備し提供しているオブジェクトライブラリについ

て、その利用状況が管理されており、ユーザ数及び費用効果・時間削減効果がグラフ化

されている。 
 

7) 安全衛生情報の確認と管理 
4.1.7 (3) で示すように、CDE から抽出した安全衛生に関する情報をもとに、懸念

されるリスクの一覧及びその該当地点を地図表示する画面が設けられている。現在整備

途中であるが、ユーザが標準化されたリスク分類を確認のうえ、地図上から選択して詳

細を表示できるように作られている。 
 

8) 工程情報の確認と管理 
4.1.7 (2) で示すように、CDE 上で提出された工程管理の成果物（Microsoft Project

のデータ等）をもとに、工程進捗や数量・コスト等の情報を取得して表示するための取

組みが試行されている。 
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4.1.5 Data Requirements Library によるデータ要件の定義と提示 
(1) 概要と役割 

DRL（Data Requirements Library）2)は EA のデータ要件を公開・標準化するライブラ

リであり、英国政府の Web サイトで一般公開されている（図 4-14）。 
データ作成要件の定義及びそれに基づく成果物検証の基盤として機能し、AIR（Asset 

Information Requirement）、EIR（Exchange Information Requirement）、IDP
（Information Delivery Plan）とも連動している。 

 

 
図 4-14  DRL（Data Requirements Library）のトップページ 

 
(2) データ要件の定義方法 

DRL では、EA 所管のアセットを種別ごとに分類定義し（「アセット種別」）、さらにそれ

らをグルーピングしている（「アセットカテゴリ」）。そのうえで、アセット種別ごとに要求

データ項目を定義している。 
2024 年 12 月現在、DRL で定義されている「アセットカテゴリ」と「アセット種別」の

一覧は表 4-2 のとおり。 
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表 4-2 アセットカテゴリとアセット種別の一覧 

 
（令和６年度調査結果 1）より） 

 
例えば、「Channel Crossing（海峡横断）」カテゴリに属する「Bridge（橋）」の「橋台

（Abutment）」に関しては図 4-15 のようなデータ項目が定められている。 
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（令和６年度調査結果 1）より） 

図 4-15 橋台（Abutment）のデータ項目 

 
なお、ここで定義されているデータ項目が、EA の資産管理において使用される全データ

のリストとなっている（DRL を定義する際に、その内容が資産管理システムで要求される

データと整合するように定義された）。 
また、4.1.6 で後述する Smart Object Library（標準オブジェクトライブラリ）の各オ

ブジェクトにも DRL で定義されたデータ項目の大半が反映されており整合がとられている。 
 

(3) 継続的改善のしくみ 
EA では、定義した DRL が関係者に浸透し実際に使われることを重視しており、「データ

変更委員会の開催」及び「Web サイト上への改善提案の投稿ページ」により、利用者からの

改善提案をオープンに受け付け、反映する仕組みを設けている（図 4-16）。 
これにより、受発注者問わず誰であっても意見を提出する機会が生まれ、より多くの関係

者が改善点を見出すことができ、有益であるとされている。 
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図 4-16  DRL の Web サイト上に設置された改善提案の投稿ページ 

 
4.1.6 オブジェクトライブラリによる標準テンプレートの提供 

(1) 概要と役割 
DRL をはじめとするデータ作成要件に基づき、2 次元および 3 次元の標準テンプレートを

提供するオブジェクトライブラリ「Smart Object Library」が整備されている（図 4-17）。
これにより、受注者が要件に準拠したデータ作成を行うことができ、設計の一貫性確保が可

能になっている。 

 
図 4-17 オブジェクトライブラリ（Smart Object Library）の説明 



4-16 

 
同ライブラリでは、EA の紹介動画（「Development of a Smart Object Library3)」）で説

明されているとおり、頻出のアセットタイプについて、DRL で規定される属性情報を含ん

だ幾何形状モデルを提供している（図 4-18）。 
 

 
図 4-18 提供されるモデルの一例 

 
提供されている各モデルは、可能な限り典型的な形状で作成されているうえ、図 4-19 に

示すように、個別の地域特性に合わせてユーザがパラメトリックに編集可能となっている。 
 

 
図 4-19 ユーザによるモデル編集のイメージ 
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同ライブラリは、「Moata Intelligent Content」（図 4-20）という仕組みによって提供され

ており、Mott MacDonald 社が EA から委託されて運用管理を行っている。 
 

 
図 4-20 Moata Intelligent Content のサービス紹介 

 
当該ライブラリは販売や収益化を目的とせず、EA 内部だけでなく、地方自治体などにも

オープンにして積極的に提供されている。 
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(2) 利用状況と効果 
ライブラリの利用状況は、ダッシュボード上で可視化されている（図 4-21）。96 件のオブ

ジェクトが提供されており、310 ユーザが登録している。利用に応じたコスト縮減効果と時

間削減効果が自動的に計算され、現時点では、約 130 万ポンドのコスト縮減効果と約 2.9 万

時間の時間削減効果が確認されている。 
 

 

図 4-21 受注者によるライブラリの利用状況と時間削減効果の試算結果 

 
(3) 継続的改善のしくみ 

ライブラリの運用管理業務の中には、「毎月 1 件のオブジェクトを新規開発すること」が

含まれており、ライブラリは継続的に拡充されている。 
すでに多くのオブジェクトが収録されてはいるが、EA の内外から新規リクエストを受け

付けるとともに、定期的にそれらをレビューするセッションを開催し、新規開発が費用対効

果を鑑みて妥当と判断される場合には追加対象となる。例えば、機器の仕様によって複数の

バリエーションが求められる場合などに、追加リクエストが寄せられることがある。 
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4.1.7 その他の取組み 
(1) MIM（Multifaceted Information Modelling） 

「Multifaceted Information Modelling（MIM、多次元統合）」の考え方によって工程情

報（4 次元）やコスト・カーボン情報（5 次元）の活用に取り組んでいる。MIM とは、関連

する情報をつなぎ、分析し、可視化することで、より良い意思決定を支援することを目的と

した情報管理・活用の考え方であり、3 次元モデルと数量、コスト、工程等の情報を連携し、

ダッシュボード等で可視化することでプロジェクトの最適化やリスク管理・品質向上を目指

すものである（図 4-22）。 

 

図 4-22 MIM でのコスト・カーボン情報の活用イメージ 

 
(2) 事業工程管理の効率化 

事業全体の工程情報をダッシュボードで可視化し、事業工程管理の効率化を図る取り組み

を開始している（図 4-23）。各施工者が提出する工程表を手動で転記するのではなく、工程

管理ツール（Microsoft Project）で作成されるデータから必要な情報を抽出する機能（変換

ウィザード）を構築している（図 4-24 および図 4-25）。EA では工程管理に Microsoft 
Project が標準的に使用されており、受注者側でも各社で契約して使用している。 
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図 4-23 ダッシュボード画面例（事業工程） 

 

 

図 4-24 Microsoft Project で作成された工程情報 
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図 4-25 Microsoft Project からデータ抽出するための機能（変換ウィザード） 

 
(3) 安全衛生情報の可視化 

プロジェクト毎に CDE から抽出された安全衛生に関するリスク情報と対応状況を一元的

に把握できるダッシュボードを構築している（図 4-26）。 
 

 

図 4-26 ダッシュボード画面例（安全衛生情報） 

 
安全衛生関連のデータは、ISO 19650 Part6 に準拠した構造のスプレッドシート形式で提

出される。これらを自動で集約して可視化することで、手作業による情報収集が不要となり、

効率的な安全衛生管理が実現されている。 
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(4) LiDAR の活用 
堤防の管理・監視に LiDAR データを積極活用しており、LiDAR データを資産管理システ

ムと連携させることで、資産の形状や健全性評価、リスク箇所の特定など、従来の手法では

困難だった高度な分析・可視化を実現しようとしている。 
具体には、「SEAL（Surveillance of Embankment Assets using LiDAR）」と呼ぶツール

を開発し、LiDAR データから堤防の形状や幾何情報を解析し、資産管理システムの空白情

報を補完している（図 4-27）。また、簡易的な AI を用いて、形状解析や健全性評価を実施

し、懸念がある箇所を自動分類することでリスク管理に役立てている。 
 

 

図 4-27 SEAL（LiDAR を用いた堤防の形状解析ツール）のイメージ 

 
 

参考資料 
1) 国土交通省：令和６年度 BIM/CIM 海外調査報告書、

https://www.mlit.go.jp/tec/content/001867347.pdf（閲覧日：2025 年 12 月 23 日） 
2) Environment Agency：Data Requirement Library, https://environment.data.gov.uk/asset-

management/drl-app/revision/current/categories（閲覧日：2026 年 1 月 13 日） 
3) Environment Agency：Development of a Smart Object Library, 

https://www.youtube.com/watch?v=DUszGaF5v9s（閲覧日：2025 年 12 月 23 日） 
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4.2 HS2（High Speed Two Limited） 
4.2.1 組織概要 

High Speed Two Limited（以下、HS2）は、英国の新しい高速鉄道網を整備する公共機関で

あり、その予算や経営戦略を英国運輸省が監督している。 
英国で最大規模のインフラ事業となる高速鉄道計画「HS2」を推進する。同事業は、図 4-28

に示すように、ロンドンから英中部のバーミンガムを経由して更に北部へ接続を図るもので、

フェーズ 1 ではロンドン〜バーミンガム間をつなぎ、最高速度約 330km/h での走行が可能にな

る予定である。事業の総工費は数百億ポンド規模に上り、トンネル掘削や橋梁、駅舎など大規

模構造物が含まれている。 
 

 
図 4-28 HS2 事業における新高速鉄道の建設計画（HS2 ホームページ 1）より引用） 

 
4.2.2 CDE を中心としたデジタルツールのエコシステム 

(1) 全体構成 
CDE を中心に複数のデジタルツールを連携し、ユーザはインターフェース（後述の

「Visualisation Hub」）を通じて CDE のデータへアクセスする。 
HS2では、プロジェクトの種別、すなわち土木、駅舎建築、鉄道システムによって異なる。

先行して実施されていた土木や駅舎建築のプロジェクトでは、施工者が個別に CDE を用意

の上、施工完了後に情報を発注者へ提出する形態がとられており、データの仕様が十分に統

一されていなかったため、納品されたデータを発注者の CDE に統合する作業が大きな負担

となっている。鉄道システムのプロジェクトでは、現在 14 件の案件が発注されており、関

係者間での横断的な情報共有や調整が強く求められることから、全受注者が共同利用する

CDE（図 4-29 における Rail Systems CDE）が整備されている。 
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図 4-29 鉄道システムの CDE と発注者の CDE 及び関連システムの構成 

 
土木や駅舎建築のプロジェクトのように施工者が個別の CDE を用いる場合、受領したデ

ータを発注者が活用できるようにするためにデータの仕様を統一しておくことが重要であっ

たと振り返られている（図 4-30）。 
 

 

図 4-30 CDE を分ける場合データの仕様統一の重要さのイメージ 
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(2) 発注者が利用する主要なツール 
発注者は主に、図 4-31 に示す 4 つのツールを利用している。 
 

 

図 4-31 発注者が利用する 4 つの主要なツール 

 
1) Visualisation Hub 
複数の CDE やシステムから情報を統合し、GIS をベースに資産情報を一元的に可視化

するプラットフォームである。UAID（ユニーク資産識別子）を用いて各情報を紐付け

ている。Visualisation Hub の閲覧画面および閲覧イメージを図 4-32～図 4-34 に示す。 
トップ画面は図 4-32 に示すように、左のサイドパネルと GIS 画面で構成される。図 

4-33 に示すように検索窓にアセット名称を入力すると、下に候補のリストが表示される。

さらに検索結果の中から対象のアセットを選択することで、図 4-34 のように、地図表示

がアセットの対象範囲に遷移するほか、選択したアセットの情報（資産管理システムか

ら取得した概要情報やその他関連情報のリスト）を左のサイドパネルで表示できる（図

では、例として Colne Valley Viaduct の情報が表示されている）。 
 

 

図 4-32 Visualization Hub の閲覧画面 
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図 4-33 Visualization Hub の閲覧方法（アセットの検索） 

 

 

図 4-34 Visualization Hub の閲覧方法（各種アセット情報の表示） 
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2) Collaboration Hub 
鉄道システムのプロジェクトを対象に、その複雑なプロジェクトの進捗管理や関係者

間の調整を行うために導入されたツールである（図 4-35）。設計・契約情報を集約し、

分野横断的なレビューやインターフェース管理が可能となっている。Bentley 社の iTwin
や ProjectWise などを活用し、24 の施工区間の 2,100 以上のモデルを管理している。 

 

 

図 4-35 Collaboration Hub の閲覧画面 
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3) Visual Asset Management Platform 
測量データを 3 次元で自由な視点で確認が可能なツールである（図 4-36）。設計モデル

と現況の測量データを重ね合わせて表示することで、工事進捗や品質の確認に活用して

いる（図 4-37）。  
 

 

図 4-36 Visual Asset Management Platform の閲覧画面 

 

 

図 4-37 設計モデルと測量データの重畳表示 
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4) Virtual Construction Operations Room 
施工現場の安全管理や作業状況の可視化を行うツールである（図 4-38）。法的要件に

基づき、すべての作業現場が安全に管理されていることを確認するための監視機能を担

っている。 
受注者に対して現場状況を報告する情報を、所定の簡易な様式で毎週提出することを

要求している。本ツールでは、「だれが」、「どこで」、「何をしているか」という情報を可

視化し、関係者間で情報共有を行っている。 
 

 

図 4-38 Virtual Construction Operations Room の閲覧画面 

 
4.2.3 ユニーク ID による連携 

CDE や各ツール間の連携は、ユニーク ID を用いて実現されている。 
HS2 では、すべての資産やオブジェクトに「ユニーク資産識別子（UAID）」と呼ばれる ID

を付与しており、異なるシステム間の情報を一意に結び付けている（図 4-39）。図 4-40 に示さ

れるように、Colne Valley Vladuct であれば、UAID は「1010」である。 
これによって、Visualisation Hub や Collaboration Hub などのツール間で情報を統合・検索

することが可能となり、設計・施工・運用の各フェーズで情報の一貫性とトレーサビリティが

確保されている。 



4-30 

 

図 4-39 ユニーク資産識別子（UAID） 

 

 

図 4-40 UAID の例（Visualisation Hub で検索時の表示画面） 

 
4.2.4 メタデータ標準 

CDE に登録されるすべての情報には、標準化されたメタデータが付与され、これによって検

索性や信頼性、法的要件への対応が担保されている。 
「メタデータ標準」にて、要求するメタデータの仕様を詳細に定めており、この中には、設

計のバージョン、ステータス、設計段階、出所、セキュリティ分類など多岐にわたる項目が含

まれる（図 4-41 及び図 4-42）。 

例えば Colne Valley Viaduct なら 1010 
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図 4-41 メタデータ標準 

 

 

図 4-42 メタデータ標準の目次 
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4.2.5 人材育成関係者支援のための教育・研修 
関係者（施工業者・技術者・プロジェクトマネージャ等）を支援するため、教育・研修専用

の WEB サイト「BIM Upskilling.com」2)を開設している（図 4-43）。 
同 WEB サイトでは、2025 年 12 月時点で、図 4-44 に示すページにて各種教材が提供されて

いる。内容は表 4-3 に示すとおり、BIM やデジタルエンジニアリングの基礎や、Visualization 
Hub や Collaboration Hub 等のシステムの使い方など多岐にわたる。 

 

 

図 4-43 「BIM Upskilling.com」のトップページ 

 

 

図 4-44 「BIM Upskilling.com」の教材掲載ページ  
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表 4-3 「BIM Upskilling.com」で公開されている教材の例 

分類 分類（参考和訳） 教材タイトル 教材タイトル（参考和訳） 
Benefits 
Realisation 利益実現 Digital Engineering Benefits 

Realisation Framework 
デジタルエンジニアリングの利益実現フ
レームワーク 

CollabHub コラボハブ CollabHub Introduction CollabHub 紹介 
Contractors 
Digital 
Engineering 

請負業者向けデジタ
ルエンジニアリング 

Contractors Digital Engineering 
Essentials 

請負業者向けデジタルエンジニアリング
基礎 

Data Quality  データ品質  Digital Engineering Data Quality 
Framework 

デジタルエンジニアリングデータ品質フレ
ームワーク 

Digital 
Engineering 
Basics 

デジタルエンジニアリン
グの基礎 HS2 Digital Engineering Essentials HS2 デジタルエンジニアリング基礎 

GIS Systems GIS システム GIS Systems GIS システム 

Information 
Delivery Cycle 情報提供サイクル 

The Information Delivery Cycle I: 
Introductory Overview 情報提供サイクル I：導入概要 

The Information Delivery Cycle II: 
Exploring the Management Process 

情報提供サイクル II：管理プロセスの
探求 

The Information Delivery Cycle III: 
Exploring the Information Process 

情報提供サイクル III：情報プロセス
を探る 

Opening(Internal) オープニング（内部向
け） 

An Introduction into Digital 
Engineering デジタルエンジニアリング入門 

Storing and 
Sharing Asset 
Information 

強固で共有可能な
資産情報 

Asset Information Management 
System: How we define, collect and 
manage asset information 

資産情報管理システム：資産情報の
定義、収集、管理の方法 

Strategy and 
Vision 戦略とビジョン 

BIM Vision: Part 1 BIM ビジョン：第 1 部 
BIM Vision: Part 2 BIM ビジョン：第 2 部 
Our Digital Strategy and Vision 当社のデジタル戦略とビジョン 

Systems Training 
(Internal) 

システム研修（社内
向け） 

CollabHub Introduction CollabHub 紹介 
VisHub Introduction VisHub 概要 

Working together 
to deliver BIM 

BIM の実現に向けて
協力する 

Building Information Modelling (BIM) ビルディング・インフォメーション・モデリン
グ（BIM） 

Developing a Good Quality BEP – 
practice guidance. 

良質な事業計画書（BEP）の作成 
– 実践ガイド 

Working together to deliver BIM Part 
1: Key BIM Documentation 

BIM 実現に向けた協働 第 1 部：主
要な BIM 文書 

Working together to deliver BIM Part 
2: BIM Roles and Responsibilities 

BIM 実現のための協働 第 2 部：
BIM における役割と責任 

Working together to deliver BIM Part 
3: Realising the Benefits 

BIM 実現に向けた協働 第 3 部：メ
リットの実現 

― 未分類 

BIM Benefits Realisation Framework 
at HS2: Managing, identifying, 
mapping and realising benefits 

HS2 における BIM メリット実現フレー
ムワーク：メリットの管理、特定、マッピ
ング、および実現 

Delivering HS2 Net Zero Carbon 
Railway and the Role of Digital 
Engineering and Data Insights 

HS2 ネットゼロカーボン鉄道の実現と
デジタルエンジニアリング・データインサイ
トの役割 

Fundamentals of Ontology at HS2 HS2 におけるオントロジーの基礎 
Fundamentals on Developing Asset 
Related Information Requirements at 
HS2 

HS2 における資産関連情報要件策
定の基礎 

Integrated data analysis tool (iDAT) 
at HS2: Delivering data at the right 
quality first time 

HS2 における統合データ分析ツール
（iDAT）：初回から適切な品質の
データを提供 

Resources リソース 
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4.2.6 その他の取組み 
(1) 運用保守への展開 

現在、建設段階で集約した情報は資産管理システムに蓄積されているが、将来的な運用・

保守フェーズで活用するための議論やシステム設計も進行中である。 
HS2は建設事業を専門とする主体であり、鉄道の運行自体は別の企業が担うこととなるが、

運用保守を見据えて組織内にインフラ管理チームが設置され、運行会社との連携が開始した。

初期段階から運用担当者が関与していれば、より有益だったと振り返られている。 
 
 

参考資料 
1) HS2：Homepage, https://www.hs2.org.uk/（閲覧日：2025 年 12 月 23 日） 
2) HS2：BIM Upskilling, https://www.bimupskilling.com/（閲覧日：2025 年 12 月 23 日） 
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4.3 daa（Dublin Airport Authority） 
4.3.1 組織概要 

daa は、アイルランド政府が所有する国営企業であり、主に、ダブリン空港とコーク空港

の運営を担っている。グループ全体では、空港運営に加え、中東を中心に免税・小売事業、

国際空港への運営・投資・コンサルティング事業を展開し、世界各地で業務を行う関連会社

も存在する（図 4-45）。 
daa 内部の組織編成は、インフラ部門とアセットマネジメント部門に分かれており、この

2 部門がそれぞれ、建設事業と運用・保守事業を担当する。 

 
図 4-45 daa グループの編成と展開事業 

 
BIM 関連の取組み変遷は図 4-46 のとおり。2019 年から今日まで Autodesk Construction 

Cloud（ACC）を導入して CDE を構築し、他のシステム等と連携・併用しながら BIM によ

るデジタル化推進に取組んでいる。現在は、5 か年の資本投資計画「CIP27」1)（2027～
2032 年）及び空港へのメトロリンクの整備事業 2)に注力している。 

 
図 4-46 BIM 関連の取組みの変遷  
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4.3.2 CDE を中心としたデジタルツールのエコシステム 
(1) 使用ツール・システム 

CDE を中心に、設計・施工・運用・保守・管理の各フェーズで多様なデジタルツールを

連携させたエコシステムを構築している。daa が使用している主なデジタルツールおよび各

ツールの使用状況を表 4-4 および図 4-47 に示す。 
 

表 4-4 daa が使用している主なデジタルツール 

ツール 概要 

CDE 
ACC（Autodesk Construction Cloud）。設計・施工情報の一元管理、レビュ
ー・承認、検査記録、課題管理などの中核を担う。 

設計・モデリングソフト AutoCAD、Revit、Civil 3D、Navisworks 等で行い、成果物は ACC へ提出。 

GIS 
ArcGIS。空港敷地やユーティリティの可視化・運用管理に活用。Civil 3D 成果を
GIS に同期し、モデルデータも GIS で参照可能。 

資産管理システム 
IBM の Maximo。運用・保守の資産台帳・保全業務を担い、プロジェクト完了時に
ACC の成果を AIM（Asset Information Model）として Maximo に反映。 

故障検知・運用管理シス
テム 

監視制御システム（SCADA）。センサーによる故障検知・アラートを担い、現場では
ACC のフォームや課題管理で記録・追跡。 

工程管理システム 
Oracle の Primavera P6。Power BI で全体の進捗・安全衛生・作業時間等を
可視化。 

契約・コスト管理システム Oracle の Primavera P6。工程情報と同様に Power BI で可視化。 

その他 
デジタルツイン（Autodesk Tandem）や Data Bricks による分析・AI 活用も進
行中。 

 

 

図 4-47 daa でのデジタルツール使用状況 
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(2) アセット ID によるデータ連携 
複数のシステム・ツールを跨いでアセット情報を連携させるためにはアセット ID が用い

られる。アセット ID の附番方法は daa 内で標準化されており、土木系資産／建築系資産の

それぞれについて、1) ～2) に示すルールで運用されている。なお、この附番体系は、

「抽象的すぎずに会議等で口頭でも意思疎通できるように」とする設計思想で定められてい

る。 
また、アセット ID と併せて、図 4-48 のように、アセット種別ごとに標準化された属性項

目が定義されている。図では、マンホールの属性項目が例示されており、「地下室の形状

（chamshape：Chamber Shape）」や「地下室のサイズ（chamsize：Chamber Internal 
Size (mm)）」等の各種属性項目と、その入力段階（設計、施工等）や説明が定義されている。 
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図 4-48 アセット毎に標準化された属性項目（マンホールの例） 
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1) 土木系資産へのアセット ID 附番方法（ピット等） 
土木系資産については、アセットの設計時に、当該アセット種別の設計予定数量に応

じて発注者が番号の範囲を割り当ててアセット ID を附番する。これにより、設計段階以

降、施工・引渡まで再附番の必要なく一貫した番号でアセットが管理される。 
具体には、図 4-49 のようにピットに附番する場合、図 4-50 に示すように、受注者か

ら発注者に対して ID の附番リクエストが提出され、アセット種別（図中の PA：一次ピ

ット、PB：二次ピット、など）ごとに必要数（設計予定の数量）が記載され、それに応

じて新規附番がなされる。 

 

図 4-49 ピットへのアセット ID の附番例 
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図 4-50 受注者からの ID 附番リクエストの例 

 
土木資産については、図 4-51 のように、受注者向けに CDE 上で、アセット種別ごと

に必要な属性（プロパティセット）を含んだ Civil3D のモデルテンプレートも提供され

ている。図では、一次ピットのテンプレートが例示されており、各テンプレートには、

「蓋の標高（Cover Level）」、「管底の標高（Invert Level）」、「蓋の形状（Lid Shape）」
等の必要な属性項目が定義されている。 
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図 4-51 受注者に提供される Civil3D のモデルテンプレート（一次ピットのテンプレート例） 
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2) 建築系資産へのアセット ID 附番方法（ファンコイルユニット等） 
建築系資産のアセット ID は、「設置予定の部屋（room）の ID」と「当該アセット種

別を表す 3 文字コード（FCU：ファンコイルユニット、DOR：ドア、など）」を組み合

わせて定義される。 
例えば、部屋「DT1-PR3-L20-001」（DT1はダブリン・ターミナル 1、PR3はピア 3、

L20 は 20 階、001 は当該階における最初の部屋、をそれぞれ表す）に設置されたファン

コイルユニットには「DT1-PR3-L20-001-FCU001」のように附番される。同一室内に同

じ資産が 2 つ以上ある場合には連番が振られるため、「DT1-PR3-L20-001-FCU001」お

よび「DT1-PR3-L20-001-FCU002」のように附番される。 
 
 
建築資産については、図 4-52のように、CDE 上で Revitのパラメータリストを提供し

ており、設計者・施工者がこれらを直接ダウンロードして Revit で活用できるようにす

ることで一貫性が担保されている。図では、「静圧（StaticPressure）」、「想定耐用年数

（ExpectedServiceLife）」、「製造業者（Manufacturer）」等のパラメータが例示されて

いる。 
なお、各パラメータには、検査時に抽出が容易になるよう「daa_」の接頭辞が付され

ている。 
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図 4-52 受注者に提供される Revit のパラメータの例 
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(3) 工程管理システムの運用方法 
(1) で示すとおり、発注者側での工程管理には Oracle 社の Primavera P6 が用いられて

おり、発注者はプロジェクトごとに「発注者工程表」を作成して工程管理を行っている。 
受注者側での工程管理には各社独自の工程表が作成されて運用されているが、発注者は受

注者側から提出されるこれらの独自工程表を「発注者工程表」と照合することでレビューし

ている。ただし、小規模プロジェクトの場合（受注者がソフトウェアや必要スキルを持たな

い場合）には、発注者の工程表を受注者にも共有して工程管理が行われる。 
進行中のプロジェクトでは、図 4-53 に示すように、Primavera P6 で作成された発注者工

程表を CDE 上でも公開（毎月更新）し、関係者が閲覧できるようにしている（元のデータ

は引き続き P6 に保持される）。さらに、所定のユーザ（プロジェクトマネージャや契約マネ

ージャ）は、工程表に対して CDE 上でコメントを追加することも可能となっている。 
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図 4-53 Primavera P6 から出力して CDE 上で関係者に公開される工程表の例 
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4.3.3 プロジェクト情報標準によるデータ作成要件の提示 
(1) データ作成要件 

プロジェクトごとに情報標準（Information Standard）を定め、設計者・施工者に対して

データ作成要件を明確に提示している（図 4-54）。具体には、ファイル命名規則、プロジェ

クト情報標準、CDE 運用手順等の文書のほか、CDE 上での標準的なワークフロー（RFI、
レビュー、イシュー）の運用ガイドラインや CDE 運用方法の解説動画などが整備されてい

る。 
プロジェクト情報標準には、オブジェクト命名規則、提出フォーマット等のほか、図 

4-55に示すとおり、必須で付与すべき属性情報の定義やモデル・図面での使用色の定義など

の各種要件が含まれる。例えば、属性情報については、マンホールを例として「要素種別

（Feature Type）」や「アセット ID」、「蓋の標高」、「管底の標高」、「蓋の形状」等が定義さ

れているほか、使用色については、「配管・給排水システム」「冷暖房システム」を例に、図

面及び 3 次元モデルでの使用色がカラーコードで定義されている。 
 

 
図 4-54 daa の情報標準・ガイドライン等 
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図 4-55 情報標準で規定している要件の例 

 
(2) レビューと品質チェック 

資産ごとに必要な情報（例：マンホールの属性、設備設計の分類、構成部品の情報など）

を一覧化し、納品物の品質保証を徹底している。モデルや文書は CDE にアップロードされ、

Dynamo 等のモデルチェックツールで資産台帳との整合性を自動検証される（図 4-56）。不

一致があればワークフローにより差戻される。 
 

 

図 4-56 納品モデルの品質チェック・自動検証のイメージ  
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4.3.4 CDE の運用実態 
(1) ワークフローの標準化 

CDE では、提出された文書やモデルに対してレビュー・承認のワークフローが標準化さ

れている（図 4-57）。受注者側のドキュメントコントローラが「起案者（Initiator）」となり、

daa のドキュメントコントローラ及びテクニカルレビュアーによる「初期レビュー（Initial 
Review）」を経て、daaのプロジェクトマネージャによる「最終レビュー（Final Review）」

が行われる。 
レビュー対象のすべてのファイルには、以下の 4 つのステータスのいずれかが割合てられ、

「A：承認（Accepted）」となったファイルが最終的に納品される。 
A：承認（Accepted） 
B：コメント付き承認（Accepted with Comments） 
C：却下（Rejected） 
D：レビュー不要（Review not required） 
 
起案者（受注者側のドキュメントコントローラ）がファイルを CDE にアップロードする

際は、「daa のファイル命名標準に適合していること」、「ファイルのタイトルと説明が適切

であること」、「一意の版番号が付されていること」が求められる。 
「初期レビュー（Initial Review）」では、daa のドキュメントコントローラが「コメント」

を付すとともに、テクニカルレビュアーが「コメント」のほか必要に応じて「現場状況や品

質・リスクを確認する報告活動（「Observation」と称される活動であり、設計・安全衛生・

環境・品質の全 4 種がある）」の実施を指示する。 
 

 

図 4-57 レビュー・承認の標準ワークフロー 
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CDE でレビュー・承認時に用いられる実画面は図 4-58 のとおり。 
 

 
図 4-58 CDE のレビュー画面 

 
レビュー・承認のほか、受注者から発注者に対する問い合わせを行うためのワークフロー

も標準化されている（図 4-59）。この問い合わせは「RFI（Request For Information）」と

称され、設計者や施工業者はプロジェクト開始時等に不明な事項があればワークフローに沿

って発注者に問い合わせを行える。提出された質問・回答の履歴は追跡され、関係者間の情

報伝達を効率化する。 
 

 

図 4-59 RFI の標準ワークフロー 
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RFI に用いられる CDE の画面は図 4-60 のとおり。 
 

 

図 4-60 CDE の RFI 画面 

 
(2) フォルダ構成の標準化 

施工成果物は環境・持続可能性、安全衛生、品質などのカテゴリごとにフォルダを設け、

すべてのプロジェクトで同一構成となるよう標準化されている。図 4-61 に示すように、「04 
Contract Administration」フォルダは「04.1 Construction Management」と「04.2 
Construction Deliverables」からなる。これらの各フォルダ内にそれぞれ所定のファイルが

格納されるよう定めており、「04.1 Construction Management」フォルダ内には、施工管理

計画や進捗会議議事録が格納される。また、「04.2 Construction Deliverables」には、「環

境・持続性」に関連して環境管理計画書や産業廃棄物管理記録、「安全衛生」に関連して安

全衛生管理計画書やリスク評価・作業手順書、「品質」に関連して品質管理計画書や資材仕

様書が格納されることとなっている。 
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図 4-61 CDE の標準フォルダ構成 

 
(3) CDE の初期設定と運用 

インフラ部門のチームが CDE の初期設定を行い、各プロジェクトマネージャからの申請

を受けて承認したうえでプロジェクトを新規に設定する。短期間・小規模プロジェクト以外

は原則として CDE 上で運用することとなっている。プロジェクトごとにプロジェクトマネ

ージャとドキュメントコントローラを配置し、情報管理・運用の専門性を確保している。デ

ータ作成要件に基づいて多量のデータを作成して提出する必要があるため、大規模プロジェ

クトでは必須の役割となっている。 
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4.3.5 CDE の活用方法 
CDE は、設計・施工・運用情報の一元管理、ワークフローの標準化、監査性の確保を実現す

るために活用されている。 
 
(1) 検査・試験計画の管理 

施工業者は検査・試験計画（Inspection and Test Plans、ITP）を CDE 上で提出し、現場

技術者が承認・署名する。検査記録は写真付きで保存され、空間的な精度や施工方法の適正

を保証するものとなっている。 
図 4-62 に示すように、各検査・試験計画には、「作業内容の詳細」、「明確な合格基準」、

「適用する仕様書・法規コード・規格」、「作業の実施手順」、「ステップごとの作業記録

（CDE 上の関連するフォームも含む）」、「管理ポイント（例：HOLD、WITNESS、

REVIEW）」、「関連する他の ITP への参照（必要な場合）」を明記することとされている。 
 

 

図 4-62 施工業者に対する検査・試験計画の作成要件 
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実際に施工業者から提出される検査報告書の例を図 4-63 に示す。報告書では、検査対象

となる現場作業ごとに、検査種別・合格要件・参照資料・検査頻度・検査コード等が一覧で

記載されており、例えば赤枠部では、「コンクリート打設及び締固め」と「生コンクリート

の納品記録」の検査結果が記載されている。 
 

 

図 4-63 施工業者が提出する検査報告書の例 

 
一般的な検査の流れは、図 4-64 の通りで、「未開始」、「進行中」、「完了」といったステー

タスで管理のうえ、完了時にはプロジェクトマネージャがすべての検査が実施されているこ

とを確認することとなっている。また、検査によって問題が生じた場合には、「Issue」と称

する調査報告活動が開始され、解決するまでの活動状況が記録・管理される。 
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図 4-64 検査のテンプレート（流れ・質問項目等） 
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(2) 安全衛生データの分析・管理 
現場訪問数や安全衛生に関するデータは Power BI レポートに反映され、システムの適切

な運用状況を可視化（図 4-65）している。作業時間や事故発生率も自動化されたフォーム

で管理している。 
施工業者は週ごとの作業時間を CDE 上で提出し、下請業者や主要スタッフの労務状況を

集計している。タブレットを活用して、現場から直接データを入力することが可能になって

いる。作業時間データは安全衛生管理と連携し、事故発生時の状況把握や適切な労務管理に

活用されている。 
 

 

図 4-65 安全衛生情報を可視化したダッシュボード画面 
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4.3.6 その他の取組み 
(1) Maximo と IoT を連携した設備の状態監視 

設備管理に IBM Maximo を活用し、IoT（センサー等）と連携することで、設備の状態監

視やパフォーマンス管理を行っている。 
これにより、設備の稼働状況や異常検知をリアルタイムで把握可能となっているほか、

SCADA システムとも連携し、故障や修理の必要性をグラフィカルに表示している。運用者

はタブレット等でダッシュボードを確認し、迅速な対応を行える（図 4-66）。 
 

 

図 4-66 Maximo と IoT データ等を連携した設備監視のイメージ 
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(2) 持続可能性への取組み 
「Net Zero 2050」を目標に、空港運営の持続可能性向上に取り組んでいる（図 4-67）。 
太陽光発電施設（PV ファーム）の設置や雨水処理設備の導入など、エネルギー・水資源

管理を強化しており、エンボディド・カーボン（建材等に含まれる炭素）とオペレーショナ

ル・カーボン（運用時排出炭素）の両面で削減を推進している。 
これにあたり 3D モデルや CGI を活用しており、設計段階から持続可能性を意識した計

画・評価を実施している。実際に旧ターミナルビルの改築工事において、モデルや CGI を

用いたエネルギー効率の解析が行われた事例を図 4-68 に示す。 

 

図 4-67 「Net Zero 2050」に向けたビジョン 

 

図 4-68 改築工事における 3D モデルを用いたエネルギー効率の解析イメージ 
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(3) LiDAR 測量と竣工データのチェック 
LiDAR（レーザー測量）を多用し、これを用いて竣工時の点群データと設計モデルの一

致を検証している（図 4-69 及び図 4-70）。 
施工者が、施工中または竣工時に撮影した点群データを提出し、検査時に設計モデルと点

群データを重ね合わせて照合し、差異が許容範囲を超える場合は、BIMモデルを修正するこ

とを求めている。 

 
図 4-69 LiDAR 測量データの例 

 

 

図 4-70 点群測量結果と 3D モデルの一致検証のイメージ  
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(4) 配管データの記録 
GIS を活用し、空港内の配管等のユーティリティ情報を一元管理している（図 4-71）。水

道管やガス管などの位置情報（XY 座標）だけでなく、深さ（Z 座標）も記録し、重力式管

の場合は両端の高さを記録し、平均的な深さ情報も管理されている。 
GIS 上で配管をクリックすると、種類や基本情報が表示され、必要に応じて詳細情報も取

得可能となっている。 

 

図 4-71 配管データを GIS に記録した空港敷地内のユーティリティマップ 

 
(5) 3 次元データと GIS の連携 

Civil 3D や Revit 等で作成した 3 次元モデルを GIS に取り込んで同期する方法を試行して

いる（図 4-72）。設計では Civil3D が、運用・保守では GIS がそれぞれ使われるため、両者

を同期することを管理上重視している。今後は、CDE に保存された技術情報と連携し、3次

元モデルをクリックすることでその詳細を確認できることを目標としている。 

 
図 4-72 3 次元モデルを GIS に取込んで活用検証した事例  
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(6) デジタルツインプラットフォームの試行利用 
Autodesk の Tandem を用いてデジタルツインプラットフォームを試行的に導入し、複数

のモデル情報を一元管理・分析するための概念実証を進めている（図 4-73 及び図 4-74）。 
Tandem を用いたデジタルツインでは、モデルから取り出した生の情報を分類・整理し、

ETL（抽出・変換・統合）処理で意味のある情報に変換することが可能となっている。 
 

 

図 4-73 デジタルツインの概念実証イメージ（1/2） 

 

 

図 4-74 デジタルツインの概念実証イメージ（2/2）  
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4.3.7 参考（QA シートへの回答） 

表 4-5 QA シートへの回答 

Topic Sub topic Current situation and problems in 
Japan 

No Questions answer of daa 

Data 
utilization 
by the 
client 

Client's role 
and issues 
they face 

Core duties are project planning, 
procurement of services and construction, 
project supervision, and operation & 
maintenance. 

1 
 

What is the general role of the client in 
construction projects, and what challenges 
did they have? 

 資本投資計画（CIP）を策定し、関係者（規制当局、航空会社、
取締役会など）の承認を得ます。 

 設計・建設は複数のコントロールポイント（CP）を経て進みます。 
CP1：承認されたプロジェクトの機能概要を作成 
CP2：コンサルタントを起用し、予算内で機能要件を満たすかフィージ
ビリティスタディを実施 
CP3：設計コンサルタントが承認された案を開発し、各種申請（例：
建築許可）を提出 
CP4：設計コンサルタントが技術設計を進める 
CP5：施工業者を調達 
CP6：建設された資産が要件を満たしているか保証。必須書類は開
始時に確認・承認されます。書類や工事の進捗は継続的にレビュー・
監督されます 
CP7：引き渡しと運用準備（ORAT：Operational Readiness and 
Training） 

 BIM 
utilization 
from the 
client’s 
perspective 

Team composition: 1 procurement officer, 
3 supervisory members (general, principal, 
and assigned), and 1 inspection officer. 
Each staff member is typically responsible 
for 5–6 projects. 
In some cases, work specializing in BIM 
integration is commissioned separately. 

2 
 

Could you show us the client’s organizational 
structure and key responsibilities per contract, 
and how these have shifted with BIM 
adoption? 

 BIM の影響を受ける主な関係者は、「インフラ整備」と「資産管理」と
いう 2 つの独立した事業部門です。インフラ整備部門では、プロジェク
トは滑走路、桟橋、ターミナルなどのポートフォリオ単位でまとめられ、そ
れぞれが 1 人の担当者によって管理されています。これらのポートフォリ
オはさらにプログラムや作業単位に細分化され、プログラムディレクターが
管理します。各プロジェクトにはプロジェクトマネージャが配置されてお
り、多くの場合、1 人のプロジェクトマネージャが複数のプロジェクトを担
当します。BIM およびデジタルチームは、これらすべての関係者と連携
し、情報が資産管理部門に確実に提供されるようにしています。 

 Since many initiatives focus on 
contractors, there are limited direct effects 
for clients. 

3 What has been the most impactful change 
that BIM has brought to client-side 
operations? 

 現場での手戻り作業が大幅に減少し、オフサイト施工や現場組立の
機会が増えました。空港のような制限区域が多い場所では、これは非
常に有効です。 

 Evaluations are mostly qualitative, and 
quantitative assessment has been 
challenging. Moreover, since assessments 
are often partial, it is difficult to capture 
the overall effectiveness. 

4 How is the effectiveness of BIM implementati
on being evaluated? Is it assessed quantitativ
ely? 

 私たちは、共通データ環境（CDE、ここでは ACC）から取得したデー
タを用いて、RFI（照会）、課題、レビュー（書類や検査のレビュー）
をモニタリングしています。これらのデータは、ACC から定期的に出力さ
れ、Power BI で可視化されています。 

 Status of CDE 
operations 

In MLIT’s projects, there are cases of data 
sharing using shared cloud services like 
"Box" (CDE maturity level 1). 

5 Which specific tools are being used as CDE, 
and what functions do they provide? 

 ファイル、RFI（照会）、レビュー、課題、フォーム、写真、連絡、レポー
ト、ブリッジなどが利用されています。プロジェクトによっては、会議、設計
協調、モデル調整も活用されています。 

 6 What do you consider the benefits of 
implementing a CDE, and what is the current 
level of CDE maturity? 

 情報がプロジェクトごとに一元化され、ワークフローが標準化されること
で、すべてのプロジェクトチーム間で共通言語が生まれています。 

 In Japan, the contemplated “project CDE” 
is aimed at supporting client-side project 
management. 

7 
 

What is the scope of CDE adoption? (Who 
among the project stakeholders uses the 
CDE?) 

 インフラプロジェクトに関わるすべての daa スタッフ、設計者、施工業者
が利用しています。この要件は契約に組み込まれています。 



4-62 

Topic Sub topic Current situation and problems in 
Japan 

No Questions answer of daa 

 In considering the “Project CDE,” we 
believe that simply transferring existing 
work into the system does not justify the 
introduction of a CDE. 

8 Has using a CDE enhanced business 
operations, and how have tasks and flows 
been modified accordingly? 

 プロジェクトレベルでは、CDE によって大部分のワークフローが標準化さ
れています。改善は進んでいますが、すべての業務ニーズを満たすもの
ではありません。プログラムやポートフォリオ全体でレポートを統合するに
は、Power BI のスキルが必要となります。 

 Data delivery 
requirement 
placed on 
contractors 

In Japan, the basic rules for BIM 
deliverables primarily include: 
- Object classifications 
- Codes for estimation work 

9 What requirements (attribute details, file 
naming rules, submission formats, etc.) are 
established for data provided by contractors? 

 ファイルの命名やレビューのワークフローには ISO 19650 規格を使用し
ています。IBM Maximo システム導入時に独自の daa 分類体系を
確立しました。プログラム管理では、コスト管理用に Unifier 導入時に
作成した専用のコスト内訳構造（Cost Breakdown Structure）を
使用しています。 

 Folder structures and CAD layer naming 
are checked using tools. 
Rules for verifying 3D models have not 
yet been established. 

10 How does the client ensure deliverable 
quality—are there rules, and what methods 
or tools are used? 

 ACC（Autodesk Construction Cloud）には、当社の基準に合わ
せて設定されたファイル命名規則を自動で検証するツールがあります。
モデルに対しても一連のチェックを行っており、複数のツールを使ってレビ
ューしています。使用しているツールには、Navisworks、Dynamo、
FME などがあります。 

 2D drawings remain the official contract 
documents. 
Rules for checking consistency between 
separately created 3D models and 2D 
drawings are being developed. 

11 Are 3D models used as contract documents, 
and how is consistency with 2D drawings 
ensured? 

 私たちは階層構造を設けています。まず図面、次に仕様書、そしてモ
デルの順です。モデルは通常、契約締結後に発行されますが、場合に
よっては、入札者が自分たちの提案を十分に評価できるよう、優先交
渉権者に対しても提供されます。 

 There is no national standard for objects. 
Some private companies have initiatives. 

12 Could you share us if you have initiatives 
related to - template model, parametric 
modeling, object standards 

 当社のプロジェクト情報標準に、これらすべての情報が含まれていま
す。 

 Responsibility 
boundaries 
for data 
creation and 
methods of 
file editing 

Original data submitted in earlier stages 
may be edited or updated in later phases. 
(Due to compatibility issues, files created 
by different organizations may not be 
editable or reusable.) 

13 Do the client or other contractors ever edit 
data (3D models, CAD drawings, etc.) 
submitted by a single contractor? If so, how 
are changes tracked? 

 この内容はプレゼンテーションで説明するのが最も分かりやすいかもしれ
ません。私たちは、モデルのフェーズ管理と標準化されたパラメータを活
用し、どの情報を誰から受け取ったのかを特定しています。 

 Most use is for visualization. Since design 
and construction are contracted 
separately, there are few examples of 
collaboration between the two. 

14 How are 3D models created during the 
design phase utilized in the construction 
phase? Are there cases of design–
construction collaboration using 3D models? 

 この内容も、プレゼンテーションで説明するのが最も分かりやすいかもし
れません。一般的に、設計と施工の間には明確な分業があり、モデル
は施工業者に引き継がれてさらに発展させられます。各コントロールポ
イントごとに、形状や情報の要件を定義しています。 

Data utili
zation in 
the maint
enance p
hase 

Overview of 
operation 
and 
maintenance 
work 

In Japan, the use of BIM data during the 
maintenance phase is being trialed in 
areas such as dams, bridges, and rivers. 
- Case of dam: Measurement results are 
input into the 3D model. 
- Case of a bridge: 3D models are 
connected to the inspection result 
management system (named “xROAD”). 
- Case of river: Point cloud data of 
earthworks is visualized in 3D GIS and 
used to check for settlement and other 
inspections. 

15 What kind of activities primarily constitute 
your organization’s operation and 
maintenance work? 

 資産追跡、作業指示管理、リソース管理、予防保全。 

 16 How are BIM and digital technologies used 
in those activities? 

 モデルから資産台帳へのデータ抽出を行い、そのデータは Maximo に
インポートされています。また、モデル情報を最大限に活用するため、デ
ジタルツインの導入も検討しています。 

 17 What kinds of data are specifically used?  これは当社のプロジェクト情報標準に記載されています。 

 In the maintenance phase, it is sufficient 
to know the location of each structure, so 
a geometric detail of around LOD 200 is 
considered adequate, and inspection 

18 What information is handed over from the 
design phase to the maintenance phase? 
How do you define the LOD and LOI needed 
for maintenance work? 

 これは当社のプロジェクト情報標準に記載されています。 
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Topic Sub topic Current situation and problems in 
Japan 

No Questions answer of daa 

 records or repair histories can be 
managed through integration with the 
AM system. 

19 What are the goals and challenges of 
utilizing BIM data in maintenance and 
management? 

 維持管理部門は、BIM モデルが提示されない限り、通常はそれらを使
用しません。多くの場合、モデルには情報が多すぎてノイズとなることが
あります。詳細についてはプレゼンテーションで説明可能です。 

Tools and 
systems 
used 

― ― ― （discuss together with 1 and 2）  ACC Build, Revit, Civil3D, AutoCAD, Dynamo, Python, FME, 
ACC Connect, ESRI GIS, IBM Maximo, Power BI. 

Others ― Considering the use of RAG (Retrieval 
Augmented Generation) technology to 
improve searchability of past 
project/contract results and project 
evaluation records. 

20 How is your organization making use of AI 
technologies? 

 これはデジタルツイン導入の一環として検討されています。大規模な実
装は、ETL 技術を含む中央集約型の分析プラットフォーム上のデータに
対して行われる予定です。AI は ACC や GIS、その他の情報閲覧シス
テムでも活用される予定です。 

 
 
参考資料 
1) daa：2026-determination-on-airport-charges, https://www.dublinairport.com/docs/default-source/help-support/2026-determination-on-airport-
charges.pdf?sfvrsn=2662d52d_2（閲覧日：2026 年 1 月 13 日） 
2) daa：dublin airport metrolink, https://www.metrolink.ie/en/route/route-description（閲覧日：2026 年 1 月 13 日） 
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4.4 TenneT（TenneT TSO GmbH） 
4.4.1 組織概要 

TenneT は、オランダおよびドイツの大部分（図 4-75 に示すとおりドイツ全域が対象）にお

ける主要な送電系統運用会社（TSO）の一つであり、高圧・超高圧送電網の運用、維持、開発

を担っている。欧州の国際送電網開発をリードし、北海と欧州本土を結ぶ再生可能エネルギー

のパイオニアでもある。ドイツにおいては、14,000キロ以上の地上・洋上の送電網や 13の送電

網接続システムの運営・管理を行っている（図 4-75、図 4-76）。 
 

 

図 4-75 TenneT が運用管理する送電網（地上）  

 

 

図 4-76 TenneT が運用管理する送電網（洋上） 
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4.4.2 CDE による情報の集約と統合 
TenneT は、分散・サイロ化したデジタルデータを単一に集約し、ISO 19650 に準拠した枠組

みで一貫性のある情報管理を行う方針をとっている。 
BIM モデルを「アンカーモデル」として他の多数のデータベースと連携させ、エラー削減と

検索の効率化よるコスト低減を狙っている。 
 

4.4.3 CDE の運用実態 
TenneT の唯一の CDE は ACC（Autodesk Construction Cloud）で、社内外の関係者がプロ

ジェクト状況を可視化でき、ISO19650 に準拠した情報コンテナで権限管理を行い、Work In 
Progress、Shared、Published、Archive のステータスで運用している。 
フォルダ毎に「管理者」、「編集者」、「閲覧者」の権限設定が行われている。 
フォルダ名やファイル名は ISO19650 および AHO Heft9 に準拠したコードが設定され、標準

化が図られている（図 4-77）。 
 

 

図 4-77 ISO19650 に準じたステータス管理の例 
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4.4.4 BIM と GIS の連携による可視化と分析 
SAP 等の社内システムの情報（資産の基本情報等）を BIM モデルと連携している（図 

4-78）。また、これらのデータを GIS で可視化している（図 4-79）。これにより、単一プラット

フォームで多様な解析が可能となる。図 4-80 に BIM モデルと GIS の連携による、分析と可視

化の例を示す。分析の例については、ACC の BIM モデルを ArcGIS に登録し、環境分析（騒

音、大気分析）や地理分析（傾斜や洪水エリアの分析）等がある。可視化の例としては、建物

のモデルと地理空間を統合した配置確認などがある。  

 

図 4-78 情報モデルの概観 
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図 4-79 GIS での BIM モデルの可視化の例 

 

 

図 4-80  BIM モデルと GIS の連携による、分析と可視化の例 
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4.4.5 BIM の研修 
新ツール導入時のトレーニングは社内向けに実施し、外部向けはサードパーティパートナー

に委託している。 
BIM の有効活用には組織文化の変革が不可欠と認識し、リーンマネジメント原則を取り入れ

たプログラム（TALIA：図 4-81）を推進している。BIM の目的・効果の理解浸透を図っている。 
 

 

図 4-81 リーンマネジメント原則を取り入れたプログラム（TALIA） 

 
 
参考資料 
1) TenneT の HP：TenneT の組織概要, https://www.tennet.eu/de-en/about-us（閲覧日：2025
年 12 月 23 日） 
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4.5 HNE（Hamburger Energienetze GmbH） 
4.5.1 組織概要 

Hamburger Enegienetze GmbH（以下、HNE）は、ハンブルク市内のガス及び電力の供給

網と関連施設の運営・管理をする、地域のエネルギー供給会社である。それまで地域の配電事

業を担っていた大手民間電力会社バッテンフォールから、市民の要請を受けて市がその配電網

を買い取り 2014 年に配電事業を開始した 1)。風力発電や太陽光発電の立地に合わせた配電網の

整備を進めるなど再生可能エネルギーを優先する電力事業を展開している 2)。 
電力構成として、天然ガス：15TWh、電気：10TWh、その他：4TWh であるが、2045 年ま

でのカーボンニュートラル戦略に基づき、電化の拡大や熱の再利用の促進を進めている。 
 

4.5.2 CDE を中心としたデジタルツールのエコシステム 
(1) 全体像 

図 4-82 に示すように、HNE では CDE を中心に、ACC（例：3D モデル管理）、EPLAN
（例：電気情報管理）、Revit（例：設計情報管理）など複数のシステムを連携させるエコシ

ステムを構築している。 
 

 

図 4-82 HNE の CDE の構成イメージ 
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(2) システム連携の現状と課題 
現状では各システムが CSV を介してデータ連携しており、完全な統合には至っていない

（図 4-83）。 
図 4-84 に示すように CSV 連携は技術面・コスト面で問題が多く、手作業による非効率や

エラー発生、バージョン管理の困難さなどが指摘されている。 
今後は、情報を断片的に管理するのではなく、関係性を持ったネットワークとして管理す

ることが課題とされる。 
 

 

図 4-83 CSV を介したデータ連携のイメージ 

 

 

図 4-84 CSV 連携による課題 
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4.5.3 AI 技術を活用した CDE の構想 
CSV を介したシステム連携から、MCP（Model Context Protocol）によるシステム連携によ

り、中央集約型の CDE ではなく、ネットワーク型の CDE を構想（図 4-85）。事業関係者は、

AI エージェントによって知識層となるナレッジグラフと RAG（Retrieval-Augmented 
Generation）を介して、MCP により各システム・ソフトウェアへ接続する。 

 

 

図 4-85 ネットワーク型の CDE の構想イメージ 
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(1) PoC ベテラン知識の蓄積と活用 
退職予定のベテラン社員の知識・経験をナレッジグラフとして蓄積し、AI がドキュメン

トから質問と回答を生成、人が判断を加えることで情報の関連付けを強化するPoCを実施。

ベテラン社員が作成した資料から AI を取り入れて知識グラフを作成する流れを例示した図

を図 4-86 に示す。 
 

 

図 4-86 ベテラン知識の蓄積と活用に関する PoC の紹介 
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4.5.4 社内教育のための研修コンテンツ作成 
BIM の社内普及に向けて、AI を活用して研修コンテンツを生成する新しい教育支援の仕組み

を導入している。AI で生成したアバターが質問に回答するインタラクティブな研修コンテンツ

を提供している（図 4-87）。 
 

 

図 4-87 AI で生成したアバターが質問に回答するインタラクティブな研修コンテンツの例 
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4.5.5 参考（QA シートへの回答） 

表 4-6 QA シートへの回答 

Topic Sub topic Current situation and problems in 
Japan 

No Questions answer of HNE 

Data utili
zation by 
the client 

Client's role 
and issues t
hey face 

Core duties are project planning, procure
ment of services and construction, project 
supervision, and operation & maintenanc
e. 

1 What is the general role of the client in constr
uction projects, and what challenges did they 
have? 

 私たちのプロジェクトにおけるクライアントとして、以下の責任を担ってい
ます。 

 プロジェクトの企画、建設、サービスの調達、施設の主要な部品の一
部調達 
さらに、運用および保守も担当しています。 

 BIM utilizati
on from the 
client’s pers
pective 

Team composition: 1 procurement officer, 
3 supervisory members (general, principal, 
and assigned), and 1 inspection officer. 
Each staff member is typically responsible 
for 5–6 projects. 
In some cases, work specializing in BIM int
egration is commissioned separately. 

2 Could you show us the client’s organizational 
structure and key responsibilities per contrac
t, and how these have shifted with BIM adopti
on? 

 BIM の導入当初、施工業者の間で不安が生じましたが、ACC（Aut
odesk Construction Cloud）を継続的に利用することで、すべての
懸念は解消されました。 

 BIM の運用はプラットフォーム上で自動的に行われるため、特別なトレ
ーニングや学術的な BIM の専門知識は必要ありません。従業員は A
CC を使うだけで、BIM のプロセスを簡単かつスムーズに実施できます。 

 組織構成の中で「情報管理者」の役割が新たに導入され、プロジェク
ト管理と設計に分担されました。 
設計者は施工業者との技術的なコミュニケーションを確認・管理し、プ
ロジェクトマネージャはプラットフォーム上で品質保証とデータ整理を担
当します。 

 そのため、業務内容自体は根本的には変わっていませんが、現在は A
CC を通じて、構造化され、透明性があり、集中管理された形で実行
されています。 

  Since many initiatives focus on 
contractors, there are limited direct effects 
for clients. 

3 What has been the most impactful change th
at BIM has brought to client-side operations? 

 もう探し回る必要はありません：すべての情報が 3D モデルのオブジェク
トに直接リンクされているため、時間の損失が最大 70％削減されまし
た。 

 プロジェクトデータはすべて一箇所に集約：重複作業がなくなり、常に
最新のデータ状態が保たれます。 

 データの連携と一貫性：矛盾する情報による不一致が大幅に減少し
ました。 

 混乱のない標準化されたワークフロー：プロセスが明確に定義され、解
釈の余地がありません。 

 物理的な施工の前にデジタル施工：コストがかかる前にエラーを特定
し、防止できます。 

 会議のストレス軽減：意思決定はモデル上で直接行われ、視覚的か
つオブジェクトベースで曖昧さがありません。 

 より効率的なリソース管理：プロジェクト全体のライフサイクルを通じて
透明性と計画の信頼性が向上します。 

  Evaluations are mostly qualitative, and 
quantitative assessment has been 
challenging. Moreover, since assessments 
are often partial, it is difficult to capture 
the overall effectiveness. 

4 How is the effectiveness of BIM implementati
on being evaluated? Is it assessed quantitativ
ely? 

 最終的な時間とコストの削減効果についての定量的な評価は、初回
導入プロジェクトが約 3 年後に完了した後にのみ実施可能です。 

 しかし、すでに顕著な質的改善が見られています。中央集約されたオ
ブジェクトベースの情報により検索時間が最大 70％削減され、データ
の共有状態によって重複作業がなくなり、一貫したデータによって矛盾
が大幅に減少しました。個別のワークフローではなく標準化されたワーク
フロー、デジタル施工による早期エラー検出、モデルを使った視覚的な
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Topic Sub topic Current situation and problems in 
Japan 

No Questions answer of HNE 

会議による効率化、そして透明性のあるリソース管理などが実現してい
ます。 

 クライアントとしての役割が根本的に変化したため（従来は施工業者
が詳細設計を行っていましたが、現在は私たち自身が詳細設計を作
成しています）、従来手法との直接比較は困難です。 

 それでも、従来のプロジェクト実行で直面していた主要な課題を BIM
が解決する可能性は非常に大きいと考えています。 

 Status of CD
E operations 

In MLIT’s projects, there are cases of data 
sharing using shared cloud services like 
"Box" (CDE maturity level 1). 

5 Which specific tools are being used as CDE, a
nd what functions do they provide? 

 昨年すでに議論済み 

 6 What do you consider the benefits of implem
enting a CDE, and what is the current level of 
CDE maturity? 

 昨年すでに議論済み 

 In Japan, the contemplated “project CDE” 
is aimed at supporting client-side project 
management. 

7 What is the scope of CDE adoption? (Who am
ong the project stakeholders uses the CDE?) 

 BIM プロジェクトでは、社内外すべてのプロジェクト参加者に Autodes
k Construction Cloud（ACC）の利用が義務付けられています。こ
れにより、参加者全員が CDE（共通データ環境）上で作業すること
が保証されます。 

 すべてのプロジェクトに関する文書コミュニケーションは ACC のみで行わ
れ、メール、Teams チャット、WhatsApp など他の通信手段は使用禁
止です。 

 電話や現場での個人的な会話は許可されていますが、プロジェクト関
連の情報は必ず後で ACC に記録しなければなりません。 
さらに、プロジェクトデータを私用 PC や会社サーバーなどにローカル保
存することは禁止されています。すべてのデータは CDE にのみ保存さ
れ、「唯一の情報源（Single Source of Truth）」を確保し、3D モ
デル内で完全にオブジェクト指向のコミュニケーションを実現します。 

 100％CDE、並行する通信チャネルなし、ローカルデータなし――これ
が「唯一の情報源」が機能する唯一の方法です！ 

 In considering the “Project CDE,” we 
believe that simply transferring existing 
work into the system does not justify the 
introduction of a CDE. 

8 Has using a CDE enhanced business operatio
ns, and how have tasks and flows been modifi
ed accordingly? 

 BIM の枠組みの中で CDE（共通データ環境）を導入することで、作
業方法や協働のあり方に大きな変革がもたらされます。 

 データのサイロ化が解消され、中央で最新のデータベースが構築され、
協力のための中心的なハブとなります。 

 すべての参加者が共通のオブジェクト中心のプラットフォーム上で作業
するため、協働と透明性に新たな次元が生まれます。 

 各チームメンバーは、メールのやり取りや担当領域に関係なく、オブジェ
クトに関連するすべてのコミュニケーションや情報にアクセスできます。 

 ACC を CDE として活用することで、技術そのものではなく、プロセスの
変革に焦点が当てられます。 

 従来の作業方法の多くは意味を失い、メールのやり取りや報告、引き
継ぎプロセスは不要となります。 

 情報はもはや分配されるものではなく、必要なときに取得するものとな
り、プッシュ型からプル型への根本的な転換が起こります。 

 したがって、プロセスは単に適応するだけでなく、根本から再構築する必
要があります。 

 同時に、ACC の導入により BIM への参入障壁が大きく下がり、プラッ
トフォームを使うだけで追加のトレーニングなしに BIM の原則に則った
作業が自動的に行われます。 

 このように、CDE は協働・透明性・プロセス革新が密接に結びついた、
新しく開かれた効率的なプロジェクト文化の礎となります。 
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Topic Sub topic Current situation and problems in 
Japan 

No Questions answer of HNE 

 Data deliver
y requireme
nt placed on
 contractors 

In Japan, the basic rules for BIM 
deliverables primarily include: 
- Object classifications 
- Codes for estimation work 

9 What requirements (attribute details, file nami
ng rules, submission formats, etc.) are establis
hed for data provided by contractors? 

 私たちのプロジェクトで ACC（Autodesk Construction Cloud）を包
括的に活用することで、施工業者との協働も根本的に変化しました。 

 全員が同じプラットフォーム上で、あらかじめ定められたワークフローに従
って作業するため、明確な構造と品質基準が確保されています。 

 指定された命名規則に従わない限り、ドキュメントはアップロードでき
ず、ファイル構造や命名についての議論は完全に排除されます。 

 CloseBIM のコンセプトにより、実用的なアプローチを採用しています。 
 Revit モデルの属性は必要最小限に絞り、明確なテキスト名、参照コ

ード、重量など、関連する情報のみを保存しています。 
 これにより、すべてのプロジェクトフェーズで明確さ、保守の容易さ、高い

データ一貫性が実現されています。 
 Folder structures and CAD layer naming 

are checked using tools. 
Rules for verifying 3D models have not yet 
been established. 

10 How does the client ensure deliverable qualit
y—are there rules, and what methods or tools
 are used? 

 私たちの品質保証の中心的な要素は、3D モデルの定期的な検査で
す。 

 これらの品質管理ループは現在、単なる形式的なチェックから、工学的
な技術面も考慮したルールベースの管理へとさらに発展しています。 

 例えば、活線部品間の距離は自動的に検証され、早期に不一致を
特定し、解決できるようになっています。 

 2D drawings remain the official contract 
documents. 
Rules for checking consistency between 
separately created 3D models and 2D 
drawings are being developed. 

11 Are 3D models used as contract documents, a
nd how is consistency with 2D drawings ensur
ed? 

 当社では、計画や施工をすべて単一のゼネコン（GC）に委託する契
約はもはや行っていません。 

 現在、計画の責任は当社にあり、詳細設計は自社で作成するか、二
次回路図や構造・建築などの主要技術分野については特定の部分を
サブコンに委託しています。 

 作成されたすべての書類は、それぞれの委託契約の契約書類となりま
す。 

 2D 図面は 3D モデルから派生して作成されるため、2D と 3D の整合
性問題は完全に解消されています。 

 There is no national standard for objects. 
Some private companies have initiatives. 

12 Could you share us if you have initiatives relat
ed to - template model, parametric modeling,
 object standards 

 HNE で作成される 3D オブジェクトは、特別に開発されたテンプレー
ト、定義されたパラメータ、最低限の要件に基づいているか、または施
工業者と協力して開発されています。 

 ファミリー開発の要件は、実際の業務やその過程で得られた知見に基
づき、継続的に進化しています。 

 これは継続的なプロセスであり、品質や構造の仕様は定期的に見直さ
れ、拡張され、すべての設計者に対して拘束力のある形で文書化され
ています。既存のオブジェクトも新しい基準に合わせて順次適応されて
います。 

 高品質なモデルを確保するための取り組みは、HNE 自身が主体的に
行っています。施工業者から納品されたオブジェクトも、社内要件に合
わせて調整され、継続的に拡大する中央オブジェクトライブラリに統合
されています。 

 これにより、すべてのプロジェクトにおいて一貫性があり、高品質で持続
可能なデータ基盤が構築されています。 

 Responsibili
ty boundari
es for data c
reation and 
methods of 
file editing 

Original data submitted in earlier stages 
may be edited or updated in later phases. 
(Due to compatibility issues, files created 
by different organizations may not be 
editable or reusable.) 

13 Do the client or other contractors ever edit da
ta (3D models, CAD drawings, etc.) submitted 
by a single contractor? If so, how are changes
 tracked? 

 ACC（Autodesk Construction Cloud）を利用することで、変更履
歴を非常に効果的に追跡できます。 

 ACC はアップロードされたファイルのすべてのバージョンを保存しており、
各バージョンを前後で簡単に比較することができます。 

 比較機能では変更点が色分けされて表示されるため、すべてのプロジ
ェクトメンバーがすぐに理解できます。 
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Topic Sub topic Current situation and problems in 
Japan 

No Questions answer of HNE 

 さらに、Closed BIM のアプローチにより、ACC 内には互換性の高い限
られたファイル形式のみが存在し、誰でも開くことができます。 

 ACC は「唯一の情報源（Single Source of Truth）」として機能しま
す。 

  Most use is for visualization. Since design 
and construction are contracted 
separately, there are few examples of 
collaboration between the two. 

14 How are 3D models created during the desig
n phase utilized in the construction phase? Ar
e there cases of design–construction collabor
ation using 3D models? 

 私たちにとって、3D モデルは単なる可視化のためのものではなく、協働
の中心的な基盤となっています。 

 ACC（Autodesk Construction Cloud）上での作業は、完全にオブ
ジェクトベースで行われ、すべての情報、データ、コミュニケーションプロセ
スがそれぞれのオブジェクトに直接保存されます。 

 これにより、初期の構想から計画、建設、運用、廃止に至るまで、ライ
フサイクル全体を通じた完全なデジタルオブジェクト履歴が作成されま
す。 

 各オブジェクトは、明確に定義されたステータスフェーズを通過し、その
進捗を透明性をもって追跡できます。 

 したがって、協働は完全にモデルベースで行われ、3D モデルはすべての
プロジェクトフェーズや業務プロセスの前提条件となっています。 

 モデルがなければ、構造化され、シームレスな協働はもはや考えられま
せん。 

Data utili
zation in 
the maint
enance p
hase 

Overview of 
operation a
nd maintena
nce work 

In Japan, the use of BIM data during the 
maintenance phase is being trialed in 
areas such as dams, bridges, and rivers. 
- Case of dam: Measurement results are 
input into the 3D model. 
- Case of a bridge: 3D models are 
connected to the inspection result 
management system (named “xROAD”). 
- Case of river: Point cloud data of 
earthworks is visualized in 3D GIS and 
used to check for settlement and other 
inspections. 

15 What kind of activities primarily constitute yo
ur organization’s operation and maintenance 
work? 

 私たちの運用および保守業務は、変電所（110/10 kV）や 110 kV
屋外開閉装置などのポイントオブジェクトだけでなく、ケーブルおよび架
空線ネットワーク全体を対象としています。 

 したがって、高電圧から低電圧まで、すべての電圧レベルを網羅してい
ます。 

 16 How are BIM and digital technologies used in
 those activities? 

 現在、BIM は高圧設備の建設、つまり計画および施工段階でのみ使
用されています。 

 運用および保守については、現在統合の試験段階にあります。 
 パイロットプロジェクトでは、施設で初めて運用フェーズをシミュレーション

し、運用に必要な具体的要件を把握・開発・検証しています。 
 運用フェーズはすでに ACC に統合されていますが、実際の運用での実

用性や具体的なニーズについて評価が進められており、体系的にさら
なる開発が行われています。 

 17 What kinds of data are specifically used?  現在、BIM は運用および保守業務にはまだ定期的に導入されていま
せん。 

 In the maintenance phase, it is sufficient to 
know the location of each structure, so a 
geometric detail of around LOD 200 is 
considered adequate, and inspection 
records or repair histories can be managed 
through integration with the AM system. 

18 What information is handed over from the de
sign phase to the maintenance phase? How d
o you define the LOD and LOI needed for mai
ntenance work? 

 当社では、定義段階から計画・施工、そして運用段階まで、ライフサイ
クル全体が統一された 3D モデルで一貫して表現されています。 

 各フェーズで得られたすべての情報は、運用段階にシームレスに引き継
がれ、各オブジェクトは完全なデータ履歴を保持します。 

 運用段階専用のモデルは不要であり、LOD（詳細度）や LOI（情
報度）は既に存在しており、運用中にさらに充実されていきます。 

 業務は一貫して ACC 上でオブジェクト指向で実施され、各オブジェクト
に直接紐づいたタスクによってのみ管理されています。 

 19 What are the goals and challenges of utilizing
 BIM data in maintenance and management? 

 運用段階では、施工段階とはまったく異なるデータの視点が求められま
す。 

 施工段階ではモデル化された部品のみが考慮されますが、運用段階
では、はしご、消火器、救急箱、工具など、3D モデルには存在しない
が保守や安全に不可欠な多数の追加オブジェクトが加わります。 
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Japan 

No Questions answer of HNE 

 ACC のおかげで、こうした非モデル化オブジェクトもデジタルで記録・管
理することが可能です。 

 さらに、保守データや ERP 情報はオブジェクトに直接紐づけられ、保守
間隔や状態変化（例：「稼働中」「故障中」「保守中」など）を表現
できます。 

 施設に設置された QR コードを使って、現場から直接 ACC に不具合
を報告し、タスクを生成し、修理記録を残すことができます。 

 これにより、運用・保守プロセス全体が継続的にデジタルで表現され、
ACC 上で成功裏に実装されています。 

Tools and
 systems 
used 

― ― ― （discuss together with 1 and 2）   

Others ― Considering the use of RAG (Retrieval 
Augmented Generation) technology to 
improve searchability of past 
project/contract results and project 
evaluation records. 

20 How is your organization making use of AI te
chnologies? 

 AI の活用は日々のプロジェクト業務を根本的に変革しますが、AI 単
体では工学分野には適していません。なぜなら、幻覚を起こしやすく、
文脈を理解できないためです。 

 AI とナレッジグラフを組み合わせることで、これらの弱点は完全に解消さ
れました。 

 ナレッジグラフは文脈、追跡性、信頼性を生み出し、工学分野で AI を
活用するための基盤となります。 

 これは BIM の業務手法を支援するだけでなく、企業全体での導入を
可能にします。 

 したがって、ナレッジグラフはデジタル変革の中心的な要素となり、BIM
成功の重要な鍵となります。 

 
 
参考資料 
1) 自然エネルギー財団：ハンブルグ電力網公社の誕生, https://www.renewable-ei.org/column/column_20141225.php（閲覧日：2025 年 12 月 23 日） 
2)日経 BP 総合研究所：新・公民連携最前線 – 第 30 回 ドイツ・ハンブルク市――船舶向けの陸上電力供給システムを提供, 
https://project.nikkeibp.co.jp/atclppp/PPP/080200047/061000040/（閲覧日：2025 年 12 月 23 日） 
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5. 調査参加者等 
日本側の参加者及び各調査機関への訪問詳細は以下のとおり。 
 

5.1 日本側参加者 
氏名 所属 

矢吹 信喜 東京都市大学 特任教授 
（国土交通省 BIM/CIM 推進委員会 委員長） 

柴田 直弥 国土交通省 大臣官房参事官（イノベーション）グループ 係長 

田村 隆太郎 国土技術政策総合研究所 社会資本マネジメント研究センター 研究官 

阿久澤 孝之 日本建設情報総合センター 

佐藤 鉄太郎 日本建設情報総合センター 

田中 直樹 建設技術研究所 

佐藤 貴亮 建設技術研究所 

福地 良彦 京都大学 民間等共同研究員 
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5.2 調査機関への訪問詳細 
5.2.1 EA（Environment Agency） 

訪問日：2025 年 10 月 14 日（火） 13:00～16:00 
場所 ：6 Agar Street, London, England, WC2N 4HN 
出席者：Alan Proctor（デジタルアセットデータ・情報プログラムリーダー）、Karen 

Alford（デジタル・データ標準マネージャ）、Claire Underhill（Autodesk 社 

公共部門営業担当） 
 

5.2.2 daa（Dublin Airport Authority） 
訪問日：2025 年 10 月 15 日（水） 13:30～16:30 
場所 ：Cloghran House, Corballis Way, Dublin Airport, Swords, Co. Dublin K67 F3X2 
出席者：Michael Earley（BIM・デジタルマネージャ）、Lewis Watts（Autodesk 社 

UK・欧州地域 BIM 導入担当） 
 
5.2.3 HS2（High Speed Two Limited） 

訪問日：2025 年 10 月 16 日（木） 9:00～12:00 
場所 ：The Podium, 1 Eversholt St London NW1 2DN 
出席者：James Daniel（デジタルエンジニアリング責任者）、ほか 4 名 

 
5.2.4 TenneT（TenneT TSO GmbH） 

訪問日：2025 年 10 月 17 日（金） 9:00～11:00 
場所 ：Podbielskistraße 343, 30659 Hannover, Germany 
出席者：Tobias Schmid（ビジネスプログラム・ポートフォリオマネージャ）、Joachim 

Frietsch（BIM マネージャ）、Sabine Tiefel（資産管理・エンジニアリング責任

者）、Jasmin Then（BIM アドバイザー）、ほか 1 名 
 
5.2.5 HNE（Hamburger Energienetze GmbH） 

訪問日：2025 年 10 月 17 日（金） 15:00～18:00 
場所 ：Bramfelder Chaussee 130, 22177 Hamburg, Germany 
出席者：Frank Ritzman（変電所計画部 マネージャ）、Björn Locknitz（配電盤プロジェ

クト計画グループリーダー）、Patrick Meyer-Ottens（一次・二次プロジェクト

計画担当）、ほか 1 名 
 

以上 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和７年度BIM/CIM海外調査報告概要

海外調査概要

・令和７年10月13日～10月19日に英国・アイルランド・ドイツの発注機関を訪問し、BIM/CIM活用状況、CDEの
導入・運用状況等を調査

組織概要組織国

・環境保護に関する法整備や洪水対策を所掌する公共機関Environment Agency
（環境庁）

英国

・英国運輸省所管する高速鉄道網を整備する組織High Speed Two Limited
（高速鉄道株式会社）

・アイルランド政府所有の空港運営会社Dublin Airport Authority
（ダブリン空港）

アイルランド

・オランダ全域およびドイツの大部分を事業地域とする送電系統運用者
（TSO）

TenneT TSO GmbHドイツ

・ハンブルク市のガスおよび電力の供給網と関連施設の運営・管理する民
間機関

Hamburger Energienetze
GmbH
（ハンブルク配電網会社）

調査対象

1

調査員（敬称略）

所属氏名所属氏名

京都大学福地 良彦東京都市大学矢吹 信喜

国土技術政策総合研究所田村 隆大郎国土交通省柴田 直弥

日本建設情報総合センター佐藤 鉄太郎日本建設情報総合センター阿久澤 孝之

建設技術研究所佐藤 貴亮建設技術研究所田中 直樹



ＥＡ（英国環境庁） ～組織概要～

Environment Agency (EA)
国・地域 イギリス
組織概要

・1996年に設立された省に属さない政府組織
・職員数：約12,000名
・環境保護に関する法律関係の整備
・洪水対策の実施や、関連するルールの整備 を担当

2

CDEの構成
・CDEは「E-CDE」（発注者）と「S-CDE」（受注者）で構
成される
・S-CDEは、受注者側自身の環境で運用させ、要件の
則った情報の提出を要求（COBieやスプレッドシート）

フレームワーク契約
・約400名のプロジェクトマネージャーが在籍
・EIRやBEP（IEP）はフレームワーク単位で作成し、数
百件の各個別のプロジェクト毎には作成しない
・６地域のハブに分割され、地域ハブ毎で設計コンサ
ルタント１者・施工業者１者のペアとの契約が実施
・プロジェクトの工期（約４～５年）とフレームワークの
期間（約６年）が一致しないことによる課題も顕在化し
ている
※フレームワーク契約は調達の効率化を目的とするため、プロジェクトの効
率化を目的としない

3

ＥＡ（英国環境庁） ～MIM（Multifaceted Information Modeling）～

・設計情報に、関連する工程情報（4D）やコスト・カーボン情報（5D）を統合し、可視化・分析・管理する考え方であ
るMultifaceted Information Modeling（MIM）を推進
・CDEをパイプラインとして、各情報をダッシュボード等で可視化し、意思決定を行う



4

ＥＡ（英国環境庁） ～事業工程管理の効率化～

交換フォーマット（.xlsx）

・事業全体の工程情報をダッシュボードで可視化し、事業工程管理の効率化を図る取り組みを推進
・各施工者が提出する工程表を手動で転記するのではなく、工程管理ツール（Microsoft Project）で作成される
データから必要な情報を抽出する機能を構築

B社 工程

A社 工程

変
換
作
業

※EAが変換用プログラムを提供
ダッシュボード

5

ＥＡ（英国環境庁） ～ダッシュボードとCDEの使い分け～

ダッシュボード： 概要把握、全体マネジメント 【Power BI】
CDE： 各個別プロジェクトの成果物管理や進捗状況の把握 【Asite】

各フレームワークハブの成果物総数 【Power BI】 成果物のステータス情報 【Power BI】

各作業のステータス情報 【Power BI】 各ファイルのステータス情報 【Asite】



6

ＥＡ（英国環境庁） ～Smart Object Libraryの整備～

・設計作業の効率化を支援することを目的に、オブジェクトライブラリを整備
・利用者のリクエストに応じて、ライブラリの管理者（コンサル）がオブジェクトの追加も実施

Moata Intelligent Contentというサービスを利用
Mott MacDonald社が管理
毎月１件のオブジェクトを開発

利用状況はEAのシステムで可視化さ
れ、コストや時間の削減効果を算出

コスト削減効果：
約130万ポンド

時間削減効果：
約2.9万時間

ユーザ：
310ユーザ

オブジェクト登録数：
96件

7

ＥＡ（英国環境庁） ～安全衛生情報の管理～

・プロジェクト毎にCDEから抽出された安全衛生に関するリスク情報と対応状況を一元的にダッシュボードで把握



HS2（英国高速鉄道株式会社） ～組織概要～

High Speed Two Limited (HS2)
国・地域 イギリス
組織概要

・英国運輸省所管する高速鉄道網を整備する組織
・英国で最大規模のインフラ事業である高速鉄道計画
「HS2」を推進

8

事業概要
・ロンドンからイングランド中部バーミンガムを経由して
更に北部へ接続
・最高速度約330km/hでの走行が可能となる予定

・全長140マイルのうち、27マイル（上下線
で55マイル）がトンネル区間
・これまでに85％（46マイル）の掘削が完了

事業進捗

・52の高架橋のうち、80％（42箇所）の建設
に着手

・175箇所の橋梁のうち、69％（122箇所）の
建設に着手

・20.37Mm3のうち、87％（17.76Mm3）を
掘削完了

HS2（英国高速鉄道株式会社） ～複合的なシステム運用（１／３）～

・CDEに集約した情報を、目的に応じてツールを使い分けて検索・可視化

Visualization Hub

受注者から提出された情報を統合し、地理空間情報
や資産情報を一元的に可視化できるシステム

①検索窓にアセット名称を入力すると、候補が表示

②アセットを選択すると、対象範囲に地図が移動

9



10

HS2（英国高速鉄道株式会社） ～複合的なシステム運用（２／３）～

Collaboration Hub

鉄道システムや土木工事の契約情報・設計情報を集
約し、分野横断的なレビューやインターフェース管理、
課題管理を行うシステム

Visual Asset Management Platform

測量成果を管理・表示するシステム
設計情報と出来形情報を重ね合わせて、工事進捗確
認に活用

設計情報

出来形情報

11

HS2（英国高速鉄道株式会社） ～複合的なシステム運用（３／３）～

Virtual Construction Operations Room

現場の安全管理や施工状況をGIS上に可視化するシステム
「だれが」、「どこで」、「何をしているか」を各受注者が毎週入力して関係者間で情報共有する



12

HS2（英国高速鉄道株式会社） ～研修コンテンツの整備～

・教育・研修専用のWebサイト「BIM Upskilling.com」を運用
・BIMの基礎やVisualization Hub等のシステムの使い方など、発注者向け、施工者向け等のコンテンツを整備

教材タイトル（参考和訳）教材タイトル分類（参考和訳）分類

請負業者向けデジタルエンジニアリング基礎Contractors Digital Engineering 
Essentials

請負業者向けデジタルエ
ンジニアリング

Contractors Digital 
Engineering

HS2 デジタルエンジニアリング基礎HS2 Digital Engineering Essentialsデジタルエンジニアリングの
基礎

Digital Engineering 
Basics

BIMビジョン：第1部BIM Vision: Part 1
戦略とビジョンStrategy and Vision BIMビジョン：第2部BIM Vision: Part 2

当社のデジタル戦略とビジョンOur Digital Strategy and Vision
CollabHub 紹介CollabHub Introductionシステム研修（社内向

け）
Systems Training 
(Internal) VisHub 概要VisHub Introduction

教材の例

daa（ダブリン空港） ～組織概要～

国・地域 アイルランド
組織概要

・アイルランド政府所有の空港運営会社
・アイルランド国内のダブリン空港・コーク空港の運営や
国外の旅行小売事業を手掛ける
・職員数：約2,800名

Dublin Airport Authority(daa)

13

組織体制
・インフラ部門と施設管理部門があるが、ORAT期間や
ACCの利用により、施工段階から管理段階への移行
を効率化
・30名のプロジェクトマネージャーと６名のドキュメントコ
ントローラーが在籍

BIM / CDEの導入
・500万ユーロを超過する場合はモデル化が必須
・大規模事業にCDEを導入

2019年にBIM360を試行導入
滑走路のオーバーレイ工事や太陽光発電施設整備で活用

2022年にACCへ移行
設計・施工のマネジメントに利用
コスト管理には、Oracle Primavera Unifierを利用



14

daa（ダブリン空港） ～RFIや検査記録の集約～

RFIの履歴管理

RFI（Request for Information）とは、受注者が発注者
に対して、質問する機会
提出された質問・回答の状態や履歴の管理にACCを
活用

【標準的なワークフロー】

【ACCの画面】

検査記録の作成・保存

フォーム入力により、検査記録をACCに集約
ステータス管理（未開始、進行中、完了）を行い、検査
の実施状況の確認や検査後の対応状況も記録・管理

【ACCの入力フォーム】

15

daa（ダブリン空港） ～ユーティリティ設備管理でのGISの活用～

・従来CAD図面で散在していたユーティリティ情報をGISに統合
・GIS上で配管をクリックすると、配管の種類などの基本情報が取得可能。詳細な情報を資産管理システムから
取得

【深さ情報の管理】
ガス管などは平均的な深さを記録
水道管など重力式の管は両端の深さを記録



TenneT（ドイツ） ～組織概要～

国・地域 ドイツ
組織概要

・オランダに本社を持つ送電系統運用者（TSO）
・13基の洋上送電接続システムと14,000km以上の送電網
（陸上・洋上）を運用
・職員数：約5,000名

TenneT TSO GmbH

16

BIMの取組
・BIMはBuilding Information Managementのことであり、
建設プロジェクトの計画、実行、管理を統合的に行うこと
・ライフサイクルを通し、３次元モデル、CDE、GISを活用す
る

洋上インフラ網

陸上インフラ網

TenneT（ドイツ） ～CDEの運用状況～

17

WIPフォルダの中

管理者

編集者

作成者

権限設定

フォルダ設定

ISO19650およびAHO Heft 9に準拠
したコードを設定

・ISO19650等に準拠したコード設定がされ、「WIP」、「Shared」、「Published」、「Archive」のステータスで運用
・フォルダ毎に「管理者」、「編集者」、「閲覧者」の権限設定を実施



エネルギー供給網
・電気：30,300km、ガス：7,800km

水素：40km(2027)、60km(2031)

電力構成（2023年）
・天然ガス：15TWh、電気：10TWh、その他：
4TWh
・2045年までのカーボンニュートラル戦略に基づ
き、電化の拡大や熱の再利用を促進
・水素は製造、輸送に課題がある

CDEの導入
・個別ソフト（構造設計ソフト、電気設備設計ソフト、
ERP等）から維持管理に必要な最小限のデータ
だけをCDEで統合
・CDE上の3次元モデルにリンクさせることで、必
要情報へのアクセス性を改善

ＨＮＥ（ハンブルク配電網会社） ～概要～

Hamburger Energienetze GmbH (HNE)
国・地域 ドイツ・ハンブルク
組織概要

・2024年に発足
・職員数：約2,300名
・ガスおよび電力配電網と関連施設の運営・管理
・2014年からハンブルク市が100%所有

18

ＨＮＥ（ハンブルク配電網会社） ～AI技術を活用したCDEの構成～

19

・従来のシステム構成はCSVによるデータ連携で手作業が前提。時間がかかり、間違いの元になることが課題。
・またノウハウのプロジェクト間の共有や熟練技術者の退職による知識の喪失に危機意識があり、AI技術（知識
グラフ・MCP）を活用したシステム構成を提案。現在PoCを実施中。



ＨＮＥ（ハンブルク配電網会社） ～知識グラフの作成(PoC) ～

20

保守報告書
等の熟練技
術者がこれ
までに作成
した文書を
登録

登録された文書をもとに
AIがQAを作成

QAをもとに各要素の関連性を
マッピング（知識グラフ）




